
NO.54 2006. 11

社団法人日本免震構造協会



都体育館

社団法人日本免震構造協会出版物のご案内

協会編書籍のご案内（他社出版）

タイトル

会誌「 M E N S H I N 」

免震部材標準品リスト
≪改訂版≫－2005－

免震建物の維持管理基準
≪改訂版≫－2004－

免震部材 JSSI 規格
－2000－

JSSI 時刻歴応答解析による
免震建築物の設計基準・
同マニュアル及び設計例

免震建築物のための設計用
入力地震動作成ガイドライン

免震建築物の耐震性能評価
表示指針及び性能評価例

免震建物の建築・設備標準
－2001－

免震のすすめ

免震構造入門

免震構造施工標準
－2005－

考え方・進め方免震建築

【オーム社】

【オーム社】

【経済調査会】

免震建築物の技術基準解説
及び計算例とその解説

【日本建築センター】

免震建築物の技術基準解説
及び計算例とその解説
（戸建て免震住宅）

【日本建築センター】

改正建築基準法の
免震関係規定の技術的背景
【社団法人建築研究振興協会】

大地震に備える
～ 免震構造の魅力 ～
【 D V D 】

パッシブ制振構造設計・施工
マニュアル
≪第2版≫－2005－

積層ゴムの限界性能とすべり・
転がり支承の摩擦特性の現状

内　　　　容 発行年月

2006年11月1日

会員価格
一般価格

タイトル 内　　　　容 発行年月
会員価格
一般価格

免震建築・技術に関わる情報誌、免震建築紹介、免震建築訪問記、設計例、部材の
性能、免震関連技術等

大臣認定された免震部材で、免震建築物の設計に必要な部材ごとの性能基準値を一
覧表にまとめたもの

免震層・免震部材を中心とした通常点検・定期点検など、免震建物維持管理のため
の点検要領などを定めた協会の基準（ユーザーズマニュアル付）

免震部材に関する協会規格　アイソレータ及びダンパーに関する規格集

主に免震建築物の設計実務に携わる構造技術者が入力地震動について理解を深めよ
うとする際の指標となるもの

免震建築物の地震に対する性能を時刻歴応答解析法により評価する具体的な方法を
示すもので、性能評価例付き

免震建築の建築や設備の設計に関する標準を示すもの

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

免震建築を設計するための構造技術者向けの技術書

免震構造の施工に関する標準を示すもので免震部建築施工管理技術者必携のもの

免震建築物を設計する構造技術者向けの免震関係規定に関わる技術的背景を解説し
たもの

建築家、建築構造技術者など免震建築の関係者対象の技術書
Q & A 方式で、免震建築全般にわたり、免震の基本から計画・設計・施工・維持管
理など幅広く解説

これから建物を建てようとする方々向けに大地震から人命・財産・日常生活を守る
免震建物を分かり易く解説、メリット・装置の役割・コストと性能などを記したカ
ラーパンフレット

時刻歴応答解析法により免震建築物の耐震安全性を検証する際の設計マニュアル

積層ゴムアイソレーターの限界性能、すべり・転がり支承の摩擦特性に関する実データ
を集積し調査結果をまとめたもの　日本ゴム工業会と共編

わが国で唯一のパッシブ制振構造専門の設計・施工マニュアル
摩擦ダンパーも加わり第1版をさらに分かり易く改訂

【A4版・100頁】

【A4版・129頁】

免震建物等の構造方法に関する安全上必要な技術的基準（平成12年建設省告示第2009
号）、「免震告示」に関する解説書 【A4版・216頁】

主に戸建て免震住宅に関して平成16年国土交通省告示第1160号により改正された「免
震告示」の解説書 【A4版・195頁】

【A5版・200頁】

【A4版・418頁】

【A4版・3ツ折】

【B5版・187頁】

【A4版・63頁】

【A4版・225頁】

【A4版・100頁】

【A4版・175頁】

【A4版・130頁】

【A4版・515頁】

【A4版・46頁】

【A4版・19頁】

【A4版・586頁】
2005年2月

年4回発行
2月、5月、
8月、11月

2004年8月

2003年8月

2005年9月

2000年6月

2005年11月

2005年11月

2005年8月

2005年8月

￥3,000

￥3,465

￥4,500

￥5,000

￥2,600

￥2,940

￥2,100

￥2,500

¥3,500

¥4,000

¥3,550

¥4,100

¥3,800

¥4,500

￥2,500

￥3,000

￥3,500

￥4,000

￥500

￥1,000

￥1,500

￥5,000

￥1,500

￥3,000

￥2,000

￥2,500

￥1,000

￥1,500

￥2,000

￥2,500

￥1,000

￥1,500

￥2,000

￥2,500

￥1,500
※Academy

100部まで無料
（100部以上
　　　ご相談）

2001年9月

1995年9月

2005年5月

2005年7月

耐震改修ガイドライン
【日本建築防災協会】

既存の主としてRC造建築の免震構法・制震構法を用いて耐震改修する際の手引書 2006年6月＊2

2001年5月＊1

2006年2月＊1

2005年11月

2001年6月

【A4版・約90頁】

【DVD 約9分】

大地震に備える
～ 免震構造の魅力 ～
【英語・D V D 】

免震建築の普及のため建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの 2006年11月

￥1,500

￥2,000

￥1,000
※Academy

【DVD 約9分】

＊1　協会の販売は2006年5月～　　＊2　協会の販売は2006年10月～

【ナレーション・字幕 /英語】



目 次

C
 

O
 

N
 

T
 

E
 

N
 

T
 

S

巻頭言 巨大地震に備えながら建築構造・免震に思う徒然 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1
名古屋大学 福和伸夫

免震建築紹介 経済産業省総合庁舎別館耐震改修 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 6
山下設計 神谷敏之

早瀬元明 酒井和成

免震建築紹介 海城学園校舎増築
－中間層免震を用いた既存建物屋上増築構工法－　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 13
竹中工務店 関 光雄

免震建築紹介 滑川市民交流プラザ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 18
織本構造設計 中澤昭伸 川上俊二

河合一成 安里麻子

免震建築訪問記－ 59 慶應義塾大学（三田）南館 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 23
前田建設工業 藤波健剛
CERA建築構造設計 世良信次
横浜ゴム 小澤義和

シリーズ
「免震部材認定－ 78」 OKABE・KAWAGUCHI球体免震支承TYPE01 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 29

岡部

特別寄稿 地震応答記録に基づいた微小振動を対象とする ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 30
鉛プラグ入り積層ゴムの非線形復元力モデル
東北大学大学院 栗田 哲

特別寄稿 高層免震建物に関する国際ワークショップ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 34
大林組 関　松太郎

特別寄稿 Armenia is the one of the world leaders in development ‥‥‥ 38
and application of base isolation technologies
American University of Armenia Mikayel MELKUMYAN

特別寄稿 2005年度免震建築物データ集積結果（2） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 42
運営委員会企画小委員会社会ニーズ醸成WG

講習会報告 第11回免震フォーラム ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 44
出版部会 斎藤　一

講習会報告 研究交流会「三の丸地区免震レトロフィットの設計者に聞く！」‥‥‥‥ 49
清水建設 猿田正明

報告 平成18年度　免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施 ‥‥‥‥‥ 51

性能評価（評定）完了報告 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 52

国内の免震建物一覧表 出版部会　メディアWG ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 59

委員会の動き ■運営委員会 ■技術委員会 ■普及委員会 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 69
■国際委員会 ■資格制度委員会 ■維持管理委員会
■委員会活動報告（2006.7.1～2006.9.30）

会員動向 ■新入会員 ■入会のご案内・入会申込書（会員） ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 73
■免震普及会規約・入会申込書 ■会員登録内容変更届

インフォメーション ■平成18年度「免震部建築施工管理技術者」試験合格者発表 ■行事予定表 ‥‥ 80
■会誌「MENSHIN」広告掲載のご案内 ■寄付・寄贈

編集後記 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 92



P r e f a c e
Articles on Building Structure and Base Isolation while Preparing for Coming Earthquakes
Nobuo FUKUWA Nagoya University 1

H i g h l i g h t
Adapting Retrofit Bace Isolation System to the Ministry of Economy, Trade and Industry 
Integrated Buildings annex 6
Toshiyuki KAMIYA   Motoaki HAYASE   Kazunari SAKAI   Yamashita Sekkei, Inc.
Kaijo Gakuen Kousya Zoutiku
- method of existing building rooftop extension that uses interlayer aseismatic - 13

Mitsuo SEKI   Takenaka Corp.
Namerikawa citizens exchange plaza 18
Akinobu NAKAZAWA   Shunji KAWAKAMI   Kazunari KAWAI   Asako YASUZATO   
Orimoto Structural Engineers

V i s i t i n g  R e p o r t - 59
West Building, Keio University Mita Campus 23
Takeyoshi  FUJINAMI   Maeda Corp.
Shinji SERA   CERA ARCHITECTURAL STRUCTURE DESIGN OFFICE
Yoshikazu OZAWA   Yokohama Rubber Corp.

S e r i e s  " Q u a l i f i e d  I s o l a t i o n  D e v i c e " - 78
OKABE・KAWAGUCHI Ball Isolator TYPE01 29
OKABE CO.,LTD

S p e c i a l  C o n t r i b u t i o n
Nonlinear Restoring-force Model in a Small Strain Range for Lead-rubber Bearings on the Base of 30
Seismic Response Records
Satoshi KURITA   Tohoku University

S p e c i a l  C o n t r i b u t i o n
International Workshop on Base Isolated High-rise Buildings 34
Matsutaro SEKI   Obayashi Corp. 

S p e c i a l  C o n t r i b u t i o n
Armenia is the One of the World Leaders in Development and Application of Base Isolation Technologies 38
Mikayel MELKUMYAN   American University of Armenia

S p e c i a l  C o n t r i b u t i o n
Chronological Data on Buildings with Seismic Isolation (2) 42
Social Needs Conducive WG,Steering Committee

L e c t u r e  R e p o r t
The 11th Menshin Forum 44
Hajime SAITO   Publication Committee

L e c t u r e  R e p o r t
Research Exchange Meeting 49
"Asking to the Structural Designers of the Seismic Retrofit Buildings at SAN-NO-MARU District ! "
Masaaki SARUTA   Shimizu Corp.

R e p o r t 51
Lecture and Examination of Licensed Administrative Engineer for Construction of 
Seismic Isolation Portion in 2006

C o m p l e t i o n  R e p o r t s  o f  t h e  P e r f o r m a n c e  E v a l u a t i o n s 52

L i s t  o f  S e i s m i c  I s o l a t e d  B u i l d i n g s  i n  J a p a n 59
Media WG, Publication Section

C o m m i t t e e s  a n d  t h e i r  A c t i v i t y  R e p o r t s 69
○Steering  ○Technology  ○Diffusion  ○Internationalization
○Licensed Administrative  ○Maintenance Management
○Activity Report of the Committees（2006.7.1～2006.9.30）

B r i e f  N e w s  o f  M e m b e r s 73
○New Members  ○Application Guide & Form
○Rules of Propagation Members & Application Form  ○Modification Form

I n f o r m a t i o n 80
○Successful Candidates of  Licensed Administrative Engineer for Construction of Seismic Isolation Portion in 2006
○Annual Schedule  ○Advertisement Carrying  ○Contributions

P o s t s c r i p t 92

CONTENTS

C
 

O
 

N
 

T
 

E
 

N
 

T
 

S



巻 頭 言

1 はじめに
筆者が始めて「免震」と言う言葉を耳にしたの

は1980年代初頭である。もう少し正確に言うと、

最初に出会ったのはBase Isolationという言葉であ

る。基礎絶縁と直訳していた。今から思えば恥ず

かしい話であるが、そのときは「免震」と「Base

Isolation」に言葉のギャップを感じたように思う。

当時は、大手建設会社に入社して間もない時期

であり、動的相互作用解析システムの開発をしな

がら、電力会社の受託研究で、原子力発電施設へ

の免震工法のフィージビリティスタディを実施し

ていた。この業務のおかげで、比較的早く免震と

接することができた。ただ、免震は、構造物と地

盤との動的相互作用を除去するシステムだったた

め、内心、自己矛盾を感じながら業務に勤しんで

いた。

フランス電力公社や米国・ニュージーランドの

先進事例や、関東地震後の免震の各種アイデア、

松下・和泉両先生、多田・山口両先生の設計事例

を勉強しながら膨大な数の数値計算をして、免震

効果の感覚を養った記憶がある。

その後、十年ほど、免震とは縁の少ない生活を

していたが、1995年兵庫県南部地震以降の免震建

設ラッシュの中、日本建築センターの免震評定委

員会のメンバーに加えて頂いたことで、再び、免

震と身近に接するようになった。

本稿では、評定委員になって以降十年余り、免

震が建築技術の一つとして普及する過程を見る中

で感じたことについて、徒然に書き記してみる。

2 振動論の初歩を復習してみる
免震・制震設計のプロの方々を前に、今更だと

思うが、自分の備忘録を兼ねて、極く簡潔に1自由

度系の振動を復習しておく。ここでは、①継続時

間の長い地震動に対する低減衰長周期建物の共振

応答、②パルス的地震動に対する応答、③高層建

物の変位応答について、柴田（最新耐震構造解析、

1981）の表記に則って、初歩的な式を示し、免震・

制震設計での基礎的な留意点を記してみる。

（1）低減衰長周期建物の共振応答

まず、固有円振動数 、減衰定数 の初期静止状

態の1自由度系に、単位調和地動変位 が

作用した場合の地動に対する過渡応答相対変位は、

（1）

となる。第1項は定常振動項、第2項は自由振動項

である。固有振動数や減衰定数が大きければ

（ ）、自由振動項が短時間で減衰して定常振動

に速やかに収束するが、減衰定数が小さい長周期

構造物（ ）では自由振動成分の寄与が大きい。

式（1）は、 が微小で となる共振時には、

（2）

となる。式から、無限時間経過後の定常振幅は地

動の 倍となり、低減衰なほど増幅されるが、

その振幅に達するには時間がかかることが分かる。

ちなみに、定常状態の振幅の 倍になるために必要

な波の数は、

（3）

となる。例えば、 の9割に振幅が育つのに要す

る波の数は で与えられるので、減衰定数は

1％だと37波、5％だと7波、20％だと2波となる。
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周期5秒の構造物だとすれば、低減衰の高層建物の

場合には共振が育つのに3分も必要となるが、減衰

が20％程度期待できる免震建物では10秒で共振状

態に至ることになる。

このことは、低減衰長周期建物の設計用入力地

震動の策定に当たっては、建物の固有周期近傍で

の地盤の卓越振動数のチェックと、継続時間の設

定に配慮が必要であることを示している。

（2）パルス的地震動に対する応答

兵庫県南部地震の震源域の揺れのように、パル

ス的な地震動の場合には、パルス幅と建物固有周

期との大小関係が大事になる。一例として、継続

時間 の矩形パルス型の単位地動加速度が作用

する問題を考える。この問題に対する非減衰1自由

度系の変位応答は、下式で与えられる。

（4）

この最大値は、1自由度系の固有周期（ ）とパ

ルス作用時間との関係で、

（5）

と与えられる。上式は、パルス周期と建物固有周

期との大小関係の大事さを示している。

建物周期よりも長周期のパルス的な入力が作用

する場合には、建物応答は入力加速度の2倍程度の

応答となるが、建物の固有周期に比べてパルス周

期が短い場合には、建物応答は励起されにくくなる。

建物の固有周期に比べて短周期の入力（ ）

の場合には、単位加速度矩形パルス地動に対する

建物応答は、初速度が のインパルス応答に収束

する。初速度1のインパルス応答変位振幅は とな

るので、最大加速度応答は （ ）となる。

このように、長周期構造物にとっては周期の短

いパルスの影響は小さい。例えば、1秒程度の周期

のパルスが作用したときの周期5秒の長周期構造物

の応答加速度は地動加速度の0.6倍程度となり、地

動加速度の2倍程度に増幅される固有周期1秒以下

の中低層建物の応答と比べ、応答が1/3程度に抑制

される。

以上に述べてきたように、南海トラフでの巨大

地震のように継続時間が長い地震動と、兵庫県南

部地震のときの震源域の揺れのような継続時間の

短い地震動とでは、長周期構造物の応答特性が大

きく異なる。長周期構造物の設計において、深部

地盤構造の周期特性を考慮した継続時間の長い地

震動と、断層近傍のパルス的地震動の2つの地震動

を想定することの大事さがよく分かる。

（3）建物の変位応答

中高層建物の耐震設計を行う場合、層間変形角

を設計クライテリアにする場合が多い。この場合、

単純に考えると、建物の応答速度は一定値となり、

応答加速度は建物階数に反比例し、応答変位は階

数と共に線形的に増加する。

簡単のために、建物の応答モード形を逆三角形

モード、層間変形角を とする。建物の1次固有周

期が建物高さに比例する（ 、 は建物高さ（m））

と考え、1次モード形の振動が卓越したとすると、

建物頂部の応答変位、速度、加速度は、

（6）

と書ける。一例として、 ＝0.03、 ＝1/100とする

と、速度応答は建物高さに関わらず200cm/s程度と

なる。変位応答と加速度応答は建物高さに依存し、

250m級の建物では変位振幅は250cm、加速度振幅

は160Gal程度となり、25m級の建物ではそれぞれ

25cm、1600Gal程度となる。このような関係は、速

度一定則を満足する周期帯域内で、減衰定数が同

一の建物の地震応答を考えても導くことが可能で

ある。

意外に設計者に認識されていないのは、高層建

物の変位応答の大きさである。万一、建物の固有

周期に近接した卓越周期を有する地震動が長時間

作用し、設計時想定以上の速度応答が生じれば、

床応答は数mにもなる。設計者は十分にこの揺れを

イメージし、過大な応答変位に対する室内対策の

必要性を建築主に勧める必要がある。一度、周期5

秒で、往復5mを10回程度走ってみて欲しい。全力

疾走しても難しい。応答速度を減じるための減衰
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付加の大事さが実感できる。

なお、免震建物の場合には、敷地制約上、免震

層の応答変位を設計クライテリアにする場合が多

い。このため、長周期化するほど、応答速度、加

速度が低減されることになるようである。

3 最近気になっていること
ここまで述べてきたような初歩的な振動論も含

め、最近気になっていることを以下に記してみる。

余り整理されていないことについては、ご容赦願

いたい。

（1）一般的な構造技術について

我が身を振り返りながら、最近気になっている

ことリストアップしてみると、

①人員構成の逆ピラミッド化と領域の専門化

②技術者の勉強不足と基礎学力の低下

③我々の実力の過大評価

④設計想定震度、耐震・免震・制震の安全性の

差、高層ビルの安全性などについての誤解

⑤構造技術者の会話能力と作文能力

⑥技術者の地震に対する危機感の無さ

などが思い浮かぶ。①は誰もが感じていると思う。

30代以下の構造技術者の少なさである。建築学会

の委員会などでも、小委員会の委員は40歳以上の

中年ばかりである。委員会の数は随分増えたが、

研究領域が細分化し、戦線を拡大しすぎているよ

うに思う。全体を見る目が減退し、逆ピラミッド

構造の中で、若手技術者はヘトヘトのように感じる。

②は、私自身の反省点でもある。20代の時には、

毎日、通勤電車の中で専門書や論文を読んでいた。

基礎的な本や、論文を良く読み、プログラムも沢

山書いた。このところ、本当に頭と手を鍛えてい

ない。周辺を見るとそんな人が多い。私の研究室

の卒業生を見ていても、皆、勉強する時間が無い

と言っている。普段、使っている設計式の背景も

十分理解していないようである。先日、ある大手

建設会社の勉強会で、50人くらいの構造研究者・

設計者の前でお話しをした。その時、 法の応答計

算やSRモデルのプログラムを作ったことのある人

に挙手をしてもらったが、手が挙がったのは著名

な60前後の研究者二人だけだった。どこでも目に

することだが、これが実態のように思う。

③は、自分で手を動かした研究者が減少すると

共に顕在化してきた。例えば、設計式の中には、

十分に分かっていることと、良く分からずに仮定

していること、の2種類があるはずだが、設計式に

疑問を感じる技術者が減ってきているように感じ

る。一方で、普段、設計で用いている解析は極め

て高度になってきた。私たちは、建築物のことに

ついて、どこまで分かっているのかを明らかにし

た上で、地に足をつけて解析をする必要がある。

良い道具を使える料理人になることは意外と大変

だと思う。

④はその一例である。例えば、「2次設計の想定

震度は？」と訊ねると、震度6強とか震度7と答え

る技術者が意外に多い。だが、想定している地動

加速度は震度6弱の上限程度のはずである。しかし、

実際に建っている建物の実力については、安全率、

雑壁などの余力、動的相互作用による逸散減衰や

入力損失効果などもあり、一般に設計時想定より

耐力が大きい。ただし、ピロッティや免震の場合

は、余力が小さい場合が多い。免震・制震だから

安全という話も良く聞く。免震・制震を採用して

地震力を低減し、その分、躯体の断面を削れば、

安全性は在来の構造と何ら変わらない。免震のよ

うに免震層変位で終局状態が規定される場合には、

終局時の余裕度がかえって小さくなる場合もある。

高層ビルの安全性についても、応答解析などの高

度な解析をしているから一般建物より安全という

話をときどき聞く。しかし、入力地震動の速度レ

ベルは、一般建物と変わらない。深部地盤構造に

伴う地盤周期特性の考慮や構造物の減衰の適切な

評価をしていない場合には、想定外の応答になる

こともあり得るはずである。

⑤は、構造技術者が一般の方と話をするときの

会話・作文能力の問題である。構造技術者が、意

匠設計者や設計依頼主に対して、分かりやすい言

葉で地震危険度や耐震安全性について説明したり、

構造安全性の確保の重要性を主張することが減っ

ているように思う。知恵の有る依頼者であれば、

将来の地震危険度の高さや損失の大きさを知り、

さらに数％のコストアップで格段の安全性向上が

できると聞けば、判断は変わると思う。また、構

造計算書や評定図書も他人が理解できるような書

類になっていないように思う。これでは、ピアレ

ビューも困難である。

そして、最も気になるのが、⑥の危機感の無さ
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である。講演の度に受講者全員に家具固定の有無

の質問をするが、構造設計者の自宅の家具固定率

は一般市民と比べ高くは無い。家具の固定すらし

ていない技術者は、地震に対する危機感が不足し

ていると思う。私自身、地震のことを真剣に考え

るようになって、突っ張り棒をやめ、家具を壁に

固定した。私なら、家具固定をしていない設計者

には構造設計は依頼したくない。

（2）免震建物について

話のついでに、免震設計についても少し記して

おきたい。①地震動、②基礎・地盤、③上部構造、

④説明性について、感じることを記しておく。

まず、①地震動についてである。東京以西では、

建物の供用期間中に、非常に高い確率で東海・東

南海・南海地震の揺れに遭遇する。当然、これら

の地震に対して、建物を健全に保つことが望まれ

る。当該地盤のやや長周期の卓越周期と、巨大地

震故の地震動継続時間の長さを念頭においた設計

は必須である。また、上下動やロッキング・ねじ

れ入力については分かっていないことも多い。根

入れ基礎、形状が不整形な基礎、斜めから入射す

る地震動では、少なからずロッキング入力やねじ

れ入力が存在しているはずである。

つぎは、②地盤・基礎に関わることである。地

盤の応答解析で、局所的に歪みが極端に大きく自

然免震になっている事例に、ときどき出くわす。

こういった場合、地盤の要素分割や物性値の与え

方についての検討が不十分な場合が多い。杭に関

しては、地盤の強制変形による検討が行われてい

ない場合が多い。検討が行われている場合も杭周

地盤バネを過小評価している例が多い。また、最

近、杭頭を半剛接とした杭基礎を目にすることが

増えてきたが、杭頭を半剛接にすると、杭頭剛接

時のような入力損失効果が失われて建物応答が増

大することが忘れられているように思う。その他、

擁壁の地震時土圧の分担性状や、上下動応答に対

する地盤ばねの影響、中間階免震時の免震層以下

の応答への動的相互作用効果、地下震度の取扱い

など、課題が多く残されていると感じる。

そして、③上部構造についてである。最近、上

部構造が柔らかいために、弾性変形が応答増幅し

た設計例を良く見る。こういった建物に、剛体的

応答を前提とした告示免震の計算方法を採用する

のは避けたい。また、高次モードが卓越する場合

には、剛性比例減衰を採用すると過大な減衰を与

えることになることも注意が必要である。最近、

ロングスパン梁や構造スリットの採用、部材断面

の節約などの事例に多く出会う。

最後は、④設計依頼者への説明の仕方について

である。免震マンションの広告を見ると、免震だ

から安全というコピーを良くみる。設計者も免震

は安全であると強調しすぎていないだろうか。免

震故の終局時の余裕度の低さについてはきちんと

説明をしておくべきだと思う。また、官庁営繕の

建物の場合には、I類の建物であっても免震で有れ

ば通常の入力レベルで設計されている場合が多い。

明らかに、品確法の耐震等級3の考え方と矛盾して

いる。この点も、依頼者に一度は説明をするべき

だと思う。

4 今、やろうとしていること
ここまでに述べてきたような問題意識のもと、

最近、心がけているのは、

・できるだけ多くの揺れを測る

・揺れを測る道具を作る

・建物と地盤の揺れを知る

・地下と土地の過去を知る

・相互作用の影響を知る

・長周期の揺れを再現する道具を作る

・建物の揺れや倒壊状況を模型で再現する

・防災活動の仕組み作りと教育・啓発を実践する

などである。個々については、機会を改めて報告

することにしたいが、免震・制震に関わることだ

け若干補足をしておく。

私どもの研究室では、東海地区の強震観測機関

の観測ネットを相互接続した大都市圏強震動総合

観測ネットを整備したり、名古屋市内の全小学校

での常時微動記録を公開してきた。東海地区の強

震観測点の地震波形・応答スペクトルや、各小学

校の微動H/Vスペクトルを参照できるので、建設地

近傍の地盤卓越周期を知る手がかりとなる。さら

に、濃尾平野については、深部地下構造を知るこ

とのできる三次元ウェブGISも整備されている。

また、LAN接続型の廉価地震計E-Catcher、H/Vス

ペクトルやRD波形を自動生成できる簡単微動計ミ

クロンを開発してきた。後者は、地盤の卓越周期

や、建物の固有周期・減衰定数を現地で把握でき
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る便利な道具である。

これらのデータは、愛知県設計用入力地震動研

究協議会での地震動評価や、三の丸地区での設計

用入力地震動評価にも活かされてきた。

また、名古屋で建設中の高層建物を対象に、建

設時に強震観測を継続的に実施し、建物高さによ

る建物応答性状の違い把握してきた。また、高層

建物の長周期応答を再現できる長周期ロングスト

ローク簡易振動台を開発し、従来は困難だった変

位振幅3m、最大速度500Kineの揺れの体験を実現し

た。これにより、高層ビルの揺れの特徴や、免

震・制震にするメリットを、誤解無く伝えること

ができるようになった。

こういった活動は地元技術者や建物オーナーの

方の啓発にも繋がりつつある。名古屋市三の丸地

区での5つの官庁建物（合同庁舎2号館、愛知県庁本

庁舎、同西庁舎、名古屋市役所本庁舎、同西庁舎）

の免震改修の実現にも多少なりとも寄与したよう

に思う。

本年8月3日に行われた愛知県設計用入力地震動

研究協議会の総会では、免震構造協会との共催で、

5つの免震改修建物についての設計報告会を実施し

た。同一敷地で計画された5つの免震改修事例を相

互比較することにより、免震改修のキーポイント

があぶり出されてきた。本年12月5日には5つの免

震改修建物の連続現場見学会を計画している。異

なる施工段階の免震改修建物を一度に見学できる

珍しい機会になるだろう。

最後に、「地」という文字の大事さを付け加えて

おきたい。最近、「地」が軽視されているように思

う。私自身は、様々な「地」（地球・地域・地震・

地盤・地史・地誌・地名・地理・地学・地質・地

形・地道・地元・地力・地べた）を大事にしたいと

思っている。
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6 MENSHIN NO.54 2006.11

1 はじめに
本計画は、経済産業省本館と日本郵政公社と同

一敷地内に隣接する経済産業省別館の免震化によ

る耐震改修計画である。建物は図1による中央付近

から下（郵政公社側）は昭和43年（第Ⅰ期）、上は昭

和48年（第Ⅱ期）に建設された庁舎である。

建物周囲および建物下を掘削、杭を切断してB2

階基礎下に免震装置を設置し、建物全体を免震化

することにより、大地震時に必要な耐震性能を確

保する改修計画である。

建物内部の工事は発生しないため、庁舎を利用

しながら工事を行い、工事後は現状を維持したま

ま庁舎を利用することができ、施設の機能上要求

される耐震安全性を確保することが出来る。

2 建築計画概要
既存建物の建築概要を以下に示す。

建物名称 経済産業省総合庁舎別館

建築場所 東京都千代田区霞が関1-3-1

建築年次 第1期　昭和43年

第2期　昭和48年

用　　途 事務庁舎

規　　模 敷地面積 31,191.67m2

建築面積 4,812.86m2

延床面積 59,741m2

基準階面積 4,524.05m2

階数 地上11階、塔屋2階、地下2階

軒高 GL+42.87m

基準階階高 3.75m

構造概要　構造種別 鉄骨鉄筋コンクリート造

骨組形式 耐震壁付ラーメン構造

基礎 深礎杭

免 震 建 築 紹 介

経済産業省総合庁舎別館耐震改修

神谷 敏之
山下設計

早瀬 元明
山下設計

酒井 和成
山下設計

図1 付近見取り図

写真1 建物外観



3 耐震診断結果
耐震診断は、「官庁施設の総合耐震診断・改修基

準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修、平成

8年版）」に基づき行ない、耐震安全性の分類は、

構造体Ⅰ類（重要度係数I=1.5）とする。

診断結果は、「地震の震動及び衝撃に対して倒壊

し、又は崩壊する危険性が高い」、となった。

4 構造計画概要
本計画は、B2階床下に免震層を設け、免震装置

を設置し、建物を基礎免震化する耐震改修計画で

ある。図2に構造計画概要図を示す。

上部構造の平面形状は、X方向が約122.4m、Y方

向が約32.4mの長方形である。主体構造は、鉄骨鉄

筋コンクリート造で、X・Y方向とも耐震壁付きラー

メン構造である。

建設は第1期工事と第2期工事に分けて行われ、

第1期工事は1通～10通で昭和43年度、第2期工事は

10通～18通で昭和48年度に竣工している。

既存躯体のコンクリート強度は、建物より採取

した試験体の圧縮試験結果から、設計基準強度を

満足していると判断でき、上部構造の建物調査結

果及び解析結果より、上部構造の補強は不必要と

判断した。

基礎形式は、GL-16m以深の東京礫層を支持層と

する杭基礎で、拡底深礎杭（軸径2600φ～4600φ、

拡底径3750φ～5400φ）である。また免震改修時に

はマットスラブを新設する。新設する擁壁は、H形

鋼（擁壁鋼材）にスタッドジベルを用いて擁壁のコ

ンクリートと一体化する合成壁としている。また

擁壁鋼材は、仮設時の山留め壁（SMW）の芯材鉄骨

として利用している。

積層ゴムアイソレータは、各柱直下に各1台設置

する。使用径は天然ゴム系積層ゴムアイソレータ

1400φ、鉛プラグ入り積層ゴムアイソレータ1200φ

～1400φとする。免震装置の配置は、建物中央部

に天然ゴム系積層ゴムアイソレータ、外周部に鉛

プラグ入り積層ゴムアイソレータを配置すること

により、免震層のねじれ剛性を高め、各変形時の

偏心による影響を極力小さくする計画としている。
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図2 構造計画概要図



5 構造設計概要
5.1 耐震性能目標

耐震性能目標を表1のように設定した。

5.2 設計用入力地震動

各レベルの採用地震は、建設省告示第1461号に

基づき、極稀に起こる地震動として作成した告示

波3波。中央防災会議「首都直下地震対策専門調査

会」の報告にて提案されている、首都機能に影響

が大きいと考えられる「都心東部（霞が関）直下地

震」の地震強さを勘案し、「設計用入力地震動作成

手法技術指針（案）（日本建築センター）」で提案さ

れているレベル2相当の地震動（Bcj－L2波）をサイ

ト波相当とし、参考波として採用した。（表2）

5.3 時刻歴応答解析結果

解析モデルは、各階床位置を質点とする16質点

の等価せん断型モデルとし、免震装置についても

せん断ばねにモデル化した。

上部構造の復元力特性は、コンクリートのひび

割れを考慮した静的弾塑性解析の結果よりスケル

トンカーブをモデル化した。

免震装置の復元力特性は、天然ゴム系積層ゴ

ム：Linear型、鉛プラグ入り積層ゴム歪依存型Bi-

Linear型にそれぞれモデル化した。また、温度変化、

製造時の製品品質、経年変化により力学特性が変

化するため、その変動分を考慮して解析を行った。

減衰は内部粘性減衰とし、減衰定数は1次固有振動

数に対して上部構造を3%の瞬間剛性比例型、免震

装置を0%とした。

図3に応答解析結果を示す。

5.4 上部構造の解析結果

静的弾塑性増分解析により、上部構造の復元力

特性、弾性限耐力を確認し、レベル1及びレベル2

地震動の応答解析結果が耐震性能目標以内である

ことを確認した。なお、終局限界せん断力とは、

鉛直部材の中で初めにせん断降伏ヒンジが発生し

た時とした。（表3）

5.5 基礎計画概要（図4）

本建物の既存杭（拡底深礎杭）には、施工手順を

考慮し上部構造の荷重を深礎杭に仮受けした後、

マットスラブを打設するため、上部構造の荷重は

既存杭のみに負担させている。また排土重量とマッ

トスラブ・擁壁の新設部重量を比較すると排土重

量の方が大きいため長期支持力は十分安全である
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表2 設計用入力地震動

表1 耐震性能目標

*1 弾性限耐力とは、生じる応力がすべての部材において終
局耐力以下（曲げ、せん断共）である範囲とする。

*2 安定変形とは、終局限界変形（ゴム層総厚の400%）の1/2
以下とする。

*3 性能保証変形は、終局限界変形の3/4以下とする。

表3 静的弾塑性増分解析結果



と判断した。

擁壁の曲げモーメントに対する設計は仮設山留

SMW壁の芯材のH形鋼をスタッドジベルによりコ

ンクリート擁壁と一体とした合成壁として設計を

行う。合成壁の設計は「各種合成構造設計指針・

同解説（日本建築学会）」に従っている。また、擁

壁のせん断力に対する設計は、コンクリート断面

のみを考慮することにした。

6 施工計画の検討
6.1 全体施工計画

本計画は、建物外周部及び基礎下を掘削し、建

物を使用しながら建物全体を免震化する計画であ

り、通常の新築計画と異なり、施工途中における

耐震安全性の確保が重要となる。特に基礎下端を

掘削し、既存杭が露出して切断する工程において

基礎の水平剛性が低下する。

そのため建物外周部の擁壁の一部及び水平拘束

スラブを先行して施工し、施工途中の水平剛性を

確保する（前半工程、図5.1）。その後基礎下端を掘
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図3 レベル2応答解析結果（標準）

図4 基礎構造



削し、マットスラブ構築、杭切断、免震装置設置

を行う（後半工程、図5.2）。

本計画の施工手順は、下記の要領で行う。

①先行擁壁、水平拘束スラブを構築

②基礎下端を掘削

③マットスラブ構築、既存杭の切断、免震装置

盛替え

④擁壁構築（最終形）

10 MENSHIN NO.54 2006.11

免 震 建 築 紹 介

図5.1 施工手順図



⑤仮設スラブ撤去

⑥ジャッキダウン

先行擁壁及び水平拘束スラブを構築することに

より、根入れ効果が発現され、現状と同等の耐震

安全性を確保することができる。

また平面的な仮設計画を考慮して、X方向（長辺

方向）の抵抗は摩擦抵抗のみ、Y方向（短辺方向）は

受働抵抗のみを考慮している。検討用地震力は、
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図5.2 施工手順図



B2階のせん断力係数C
0
=0.2、基礎部分の水平震度

K=0.1とした。

6.2 アイソレータ盛替え計画

本工事の免震装置の取付けは、下記の要領で行

う。（図6）

1）1～4次掘削

マットスラブ下端まで掘削する。

2）マットスラブ下部構築、既存杭一部解体、撤去

・ジャッキ設置レベルまで先行してマットス

ラブの下部を構築する。

・既存杭の外周部をジャッキ設置範囲まで解

体、撤去する。（コンクリートの許容圧縮

応力度が中期以下となるように断面を残す。）

3）仮受け

仮設ジャッキを設置し、荷重を仮受けする。

4）既存杭全て撤去

残りの既存杭の全てを解体・撤去する。

5）マットスラブ上部構築

マットスラブの上部を構築する。

6）免震装置設置

免震装置を上下の取付けプレートと一体の状

態で設置する。

7）上下基礎構築

免震装置の上下基礎を構築する。

8）ジャッキダウン、仮設ジャッキ撤去

・上下基礎のコンクリート強度発現後、ジャッキ

ダウンを行う。

・仮設ジャッキを撤去する。

7 おわりに
本建物の免震化にあたり、その構造方法につい

て国土交通大臣の認定（MNNN-1542）を取得してい

る。平成18年4月に着工し10月現在、山留めを施工

中である。

霞が関の免震改修工事は、本計画で3例目である

が、今回は最も掘削が深く、柱1箇所の重量も最大

で2000tを超える。また敷地が狭く、周辺は建物や

道路・地下鉄が隣接している。そのため施工計画

においては、設計時の検討結果を踏まえ、設計者、

監理者及び施工者が協力して工事を進めている。

最後に、本建物の設計を進めるにあたり、ご指

導頂きました国土交通省大臣官房官庁営繕部の担

当者様に紙面をかりて御礼申し上げます。

12 MENSHIN NO.54 2006.11

免 震 建 築 紹 介

図6 アイソレータ盛替え計画図



13免震建築紹介

1 はじめに
近年、環境に配慮した持続可能な社会を目指す

途上にあって、既存建物を活用し、新たな付加価

値を生み出していく「建物の再生技術」が大きく

求められている。その中で都市部では、容積率に

余裕があるものの、建ぺい率の制限から敷地に余

裕が無く、既存建物を継続使用しながらの増築、

改修、建替は、困難な状況にある。

特に、学校・病院は、新しい時代に求められる

機能付加や更新、拡張を常に必要とし、限られた

敷地の中で、経営や運用を止めない建替えを切に

要望している。その場合は、建替建物の機能を一

次的に別の場所に移転するか、機能を一部止める

方法しかない。一方で、旧耐震設計の耐震補強化

も急務となっている。そこで、既存建物の屋上の

空中空間に着目し、その空間を利用した増築及び

既存の耐震補強ができる技術として、中間層免震

構造を活用した。今回、学校の校舎増築計画にお

いて適用した事例を紹介する。

2 構工法の概要
考案した構工法技術の概要を図1に示す。最大の

特徴は、「既存建物の屋上に建物を使用しながら建

物を増築でき、耐震補強も同時にできる」という

点である。その概要は、

①既存建物際に杭（直接基礎）を増設する。

②既存建物の外周柱を柱・梁で補強する。

③免震装置を補強柱の柱頭に据え付ける。

④免震装置の上に増築部の最下層梁を設置。

⑤その上に増築を行なう。

というものである。外部からの工事になるため、

既存建物を使用しながら増築ができる。

3 建物概要
本計画は、既存校舎を再編成する建替・増築計

画であり、建築主は仮校舎で校庭をつぶさない建

替手順を望んでいた。既存建物はRC造の4階建て、

竣工年は1989年の設計、増築建物は、鉄骨造3階建

である。用途は校舎で主に教室である。（写真1、

図2～4）。
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関 光雄
竹中工務店

図1 構工法概要

写真1 既存建物全景

海城学園校舎増築
－ 中間層免震を用いた既存建物屋上増築構工法 －



工事名称 ：海城学園校舎

建 築 主 ：学校法人　海城学園

建 築 地 ：東京都新宿区新大久保

規模面積 ：地上8階　塔屋1階、9,277.9m2

工事期間 ：2005. 04着工～2006. 03竣工

設計監理 ：㈱前川建築設計事務所、

㈱横山建築構造設計事務所、

㈱竹中工務店の共同設計

4 構造概要
既存建物は、耐震壁を有するラーメン架構、ス

パンは4.5m×9.0mで構成される。外壁側に補強柱

と大梁を設置し既存建物と一体化し、補強柱の柱

頭に免震装置を設置している。免震装置は、鉛プ

ラグ入り積層ゴムを含む合計22基としている。増

築部の鉄骨造は、教室の間仕切りに鋼板ブレース

を配置した架構とし、免震装置間スパン約27mを吊っ

ていると同時に、短辺方向の剛性を高めている。

柱配置は角形鋼管を外壁側に4.5mピッチに、室内

側を9mピッチに配置している。既存建物の柱には

一切負荷荷重を架けない架構とした。またエレベー

タは中庭を利用し免震用エレベータを2基設置して

いる。

建物全体の立体架構図を図5に示す。

5 構造設計概要
5.1 中間層免震構造の計画

通常、既存建物の上部に建物を構築することは、

全体建物重量が大きくなり、既存建物の地震力負担力
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図2 完成時建物外観パース

図3 既存建物平面図

図4 増築建物平面図

図5 全体架構の立体図

図6 本計画における地震応答結果



が比例して大きくなる。従って、既存建物の補強

量・費用・工期が莫大となる。本計画では増築建

物の固有周期を既存建物より充分大きくした場合

（5倍程度以上）、既存部の地震入力が増加しない中

間層免震の振動特性に着目し（図6）、免震装置の選

択、架構計画を進めた。

5.2 耐震性能目標値

耐震性能目標値を図7に示す。

5.3 基礎計画

増築建物の鉛直荷重は、既存建物の補強柱を通

じて下部に伝達される。支持地盤はGL-15mの砂礫

層とし、隣接建物との離隔距離が3m程度しかない

ためBH杭を採用した。

5.4 免震部材及び耐火計画

免震装置は直径600φのLRBを14基RBを8基、配

置している（図8）。上部・下部構造の応答低減、フェー

ルセーフの観点での変形制御、耐風を考慮しLRB

の個数を計画した。また、装置の耐火は、外観デ

ザインとしてコンパクトに納める必要から、既製

品の耐火材を使用せず新たな開閉式の耐火パネル

を開発し採用した。

6 応答解析概要
6.1 採用地震波

採用地震波は、告示波3波、観測波3波（El Centro、

Taft、Hachinohe）、サイト波（関東地震）とした。

6.2 解析モデル

解析モデルは、既存建物4質点、増築建物4質点、

免震装置上下部材2質点の合計10質点の等価せん断

モデルとした。

6.3 解析結果

建物全体（レベル2時）及び既存建物の固有周期を

図9に示す。建物全体の1次固有周期は約2.5秒であ

る。また、既存建物と建物全体の刺激関数を比較

した結果、既存建物の1次と2次モードが建物全体

の2次と5次モードに出現した（図10）。

レベル2の地震応答解析結果を図11に示す。免震

層の最大変形はX方向32cm、Y方向33cm（≒200％

歪み）、最大層せん断力係数は両方向共0.2、最大層

間変形角はX方向1/243、Y方向1/593となった。既

存建物は一部セットバックしているため、重量偏

心となっているが、ねじれ応答の結果、捩れ角が

約10％低減し、既存建物の耐震性状を向上させて

いる効果も確認できた。
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図7 耐震性能目標値

図8 免震装置配置図

図9 固有周期（左：全体　右：既存）

図10 刺激関数（左：全体　右：既存）



7 施工計画
本計画は工事期間中でも既存建物内で授業を行

うため、隣接校舎間での狭隘施工、授業中の安全

確保、無振動・無騒音工事、屋上における施工手

順など課題が多かった。また大スパン部鉄骨架構

はジャッキダウン工法を採用し免震装置の精度管

理に留意した。

8 本構工法技術による効果
本構工法技術の効果は次の3点である。

①狭隘な敷地で、建物の継続使用の条件での屋上

増築が可能な技術であるため、既存建物の有効

活用と再生、急務となる耐震補強の促進化を進

めることができる。

②従来の屋上増築技術に対し、構造体数量、建設

副資材・廃棄物の削減、工期短縮が図れ、経済

性に優れ、環境負荷を大幅に低減できる。

③既存建物の用途と異なる建物用途の屋上増築が

可能となり、建築計画の選択肢が広がる。なお、

本構工法は、その効果の大きさを踏まえ特許の

出願を果たしている。

9 免震部施工
免震装置取付けベースプレートの下部コンクリー

トは、高流動コンクリートを使用し、密実な打設

を行った。また、増築部施工期間中は既存建物へ

地震力を負荷させないため、水平変形留め用の治

具は設置せず施工した。また、外部に面するため、

耐火パネル内には雨水進入時対応の排水機構を設

け、耐久性に留意した。

10 おわりに
現在、高度成長期時代に建設した建物の再編成

や、環境負荷低減の観点から既存建物の活用促進、

急務となっている老朽化した学校・病院の耐震補

強の強化、文部科学省による学校建築の鉄骨造促

進化の動き、等の社会的転換の中で、次の時代を

見据えた革新的な技術が求められている。
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図11 応答解析結果（短辺方向）

図12 免震装置周辺詳細図

写真2 免震装置設置状況



「中間層免震を用いた既存建物屋上増築構工法」

は、その革新的技術の代表として、学校・病院の

みならず、事務所、商業施設等今後広く利用され

ることが期待される。
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写真3 免震装置耐火パネル

写真4 建物竣工時外観



18 MENSHIN NO.54 2006.11

1 はじめに
本計画建物は、富山県のJR滑川駅から南西へ約

0.5kmの県道滑川停車場線に面した位置にあり、子

供から大人までの幅広い世代が生涯を通して健や

かに暮らし、共に集い、ふれあい、自己表現を図

る場を提供することにより、「“生きがい”“ふれあ

い”“つながり”をテーマにした地域に開かれた新

しい福祉のまちづくり」と「人が楽しみ、ふれあ

う、豊かな中心市街地の再生」のための、市にお

ける都市再生の拠点施設となることを目的として

いる。

建物用途が福祉施設の拠点施設であり、また、

不特定多数の子供やお年寄りが集まる場所である

ことから、免震建物として耐震性の向上を図るこ

ととした。

2 建築概要
【建物名称】 滑川市民交流プラザ

【所 在 地】 富山県滑川市吾妻町426番地

【用　　途】 地元公共団体の支所、集会場、食堂

公衆浴場

【建 築 主】 滑川市

【意匠設計】 株式会社　三四五建築研究所

【構造設計】 株式会社　織本構造設計

【施 工 者】 前田建設工業・八倉巻建設共同企業体

【敷地面積】 2,175.92m2

【建築面積】 1,449.90m2

【延床面積】 5,450.05m2

【階　　数】 地上5階、塔屋1階

【軒　　高】 26.45m

【最高高さ】 32.95m

【構造種別】 鉄筋コンクリート造

【架構形式】 X、Y方向とも純ラーメン構造

【基礎構造】 直接基礎（マットスラブ形式）

【免震材料】 鉛プラグ挿入型積層ゴム支承（4基）

弾性すべり支承（8基）

免 震 建 築 紹 介

滑川市民交流プラザ

中澤 昭伸
織本構造設計

川上 俊二
同

河合 一成
同

安里麻子
同

図1 外観パース

図2 建設地



3 構造概要
1）構造計画概要

本建物は、福祉施設の拠点であり、また不特定

多数の子供やお年寄りが集まる場所であることか

ら、免震構造として計画した。

建物の構造種別は、免震構造に相応しい剛性を

確保するため鉄筋コンクリート構造とした。また

構造形式は、機能や時代の要請の変化に伴い柔軟

に対応できるよう恒久的な耐震壁を設けないため、

純ラーメン構造とした。

柱スパンは、機能性や経済性を考え8.1m×8.1m

グリッドを基本とした。1階は、エントランスや交

流広場といった広い空間を確保するため、2階中央

の柱を陸立ち柱とするとともに、4隅の柱4本を斜

め柱として柱脚で1箇所に集約した。これにより免

震層躯体の面積を小さくすることができ経済的な

ものとなった。また、4カ所に集約した柱直下に変

形性能のよい大型の鉛プラグ挿入型積層ゴム支承

を4基、荷重の少ない階段下および長スパンばり中

央に弾性滑り支承を8基配置し、少ない支承で建物

を支えることにより長周期化が図れ、免震建物と

しての耐震性能をアップすることができた。

2階の陸立ち柱を受け、4隅の斜め柱を連結する2

階のはりは、16.2mの長スパンばりとなるため、断

面を1,000mm×2,000mmとした現場ポストテンショ

ンのプレストレストコンクリートばりを採用した。

建物躯体は、極めて稀に発生する地震動に対し

て概ね弾性範囲内にとどまることを目標に、層せ

ん断力を弾性限耐力以内、層間変形角を1/200以内

となるよう剛性と耐力を確保した。また、地震時

の揺れに対する恐怖感を軽減するとともに、備

品・什器などの損壊を少なくするため、床応答加

速度を250cm/s2程度に抑えるように計画した。

上部構造の設計用地震時ベースシェア係数は

C
B
＝0.08とし許容応力度設計を行った。その他、免

震部材および取付部分に対してはP-δによる付加

曲げ等を考慮して十分余裕のある断面とした。

本敷地の地盤は、GL-2mからGL-37mまでが砂・

礫・泥互層の沖積層、GL-37m以深が洪積砂層とな

っている。工学的基盤は、洪積地盤で地盤の弾性

波速度Vsが520m/sとなるGL-37mとした。

基礎は、GL-3m以深にある砂礫層を支持層とす

る直接基礎のマットスラブ工法を採用した。マッ

トスラブの厚さは、4隅の集約柱直下で1,800mmとし、
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図3 免震装置配置図

図4 1階床伏図

図5 2階床伏図



それ以外は400mmとして床付けレベルを浅くした。

長期許容支持力は1,000kN/m2とし、平板載荷試験に

より支持力を確認した。

2）プレストレスばりの概要

プレストレス梁は、PC鋼より線SWPR7BLの16-

φ15.2を、2列3段計6本を、図8に示すケーブル配線

図のように配置する。パーシャルプレストレッシ

ングとして設計を行い縁応力がコンクリートの許

容引張応力度以内であることを確認している。

緊張は2次緊張を採用し、1次緊張は2階床梁のコ

ンクリート打設後に6本のうちの4本を緊張し、2次

緊張は4階床梁のコンクリート打設後に残り2本を

緊張することとした。

4 設計方針
1）耐震目標性能

本建物は大地震時における機能維持のため、建

物全体を免震化する基礎免震構造を採用し、表1に

示す耐震目標性能を設定した。
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図6 軸組図

図9 プレストレスばりの緊張順序

図8 プレストレスばりのケーブル配線

図7 地盤ボーリング図



2）免震部材の設計

免震装置の鉛直応力時の軸力による積層ゴムの

面圧を15N/mm2程度で設計した。レベル2地震時の

支点反力に鉛直震度として0.3を考慮した軸力に対

して、圧縮面圧30N/mm2以内、引張面圧は発生しな

いように設計した。免震装置の配置については、

大変形時の上部構造の重心と免震部材の剛心によ

る偏心率が2％以内となるように配置した。

また、建物と土圧壁のクリアランスは60cm以上

とした。

3）耐風設計

極めて稀に発生する暴風時の水平荷重に対して

機能的な支障がおこらないよう免震層において、

弾性滑り支承の滑り出しは許容するが、鉛プラグ

は降伏しないよう計画した。

5 地震応答解析
1）設計用入力地震動

入力地震動波形は、告示のスペクトルをもち、

建設地の表層地盤による増幅を適切に考慮して作

成した地震波3波と、過去における代表的な観測波

3波の計6波を採用する。

2）解析モデル

免震層下部を固定（入力位置）とした1層1質点の6

質点等価せん断型モデルとする。上部構造の各層

の復元力特性はDegrading Tri-Linear型にモデル化

し、鉛プラグ挿入型積層ゴム支承は歪依存性をもっ

たBi-Linear型に、弾性すべり支承はBi-Linear型にモ

デル化した。上部構造の減衰は内部粘性減衰とし、

上部構造の1次固有周期に対して3％の瞬間剛性比

例型とした。

表2に入力地震動波形一覧、図11にレベル2の疑

似速度応答スペクトル（h=5%）、表3に各歪みレベ

ルにおける等価固有周期を示す。
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表1 耐震性能目標

表2 入力地震動波形一覧

表3 等価固有周期

図10 免震層の復元力と風荷重

図11 疑似速度応答スペクトル（レベル2、h=5%）



3）応答解析結果

図12に免震装置の標準状態におけるレベル2の応

答結果（Y方向）、表4に耐震性能目標と応答結果の

まとめを示す。

レベル2における上部構造の最大層間変形角はば

らつきを考慮しても1/213であった。免震層の最大

変位は0.463m、せん断歪み232％であり、目標値の

250％以下であった。免震装置の面圧は、最大で

22.9N/mm2となっており、短期許容面圧30N/mm2以

下であった。また浮き上がりによる引張力は発生

していない。

以上より、応答解析結果はいずれも耐震性能目

標を満足しており、十分な耐震安全性を有している。

6 おわりに
本建物の特徴である32m×32mの建物を4本の集

約柱でささえる単純でダイナミックな架構は、免

震構造を採用することで実現することができたと

言える。

設計施工を通じて最も頭を悩ましたのは何と言っ

ても、斜め柱の交差部や接合部の配筋納まりでは

ないだろうか。設計時点や施工図段階において何

度も納まりと施工性が検討され、2006年9月に斜め

柱のコンクリート打設の段階ではあるが、2階のプ

レストレスばりの施工や緊張工事などがあり、まだ

まだ気の抜けない状況である。

最後に、本建物の設計において、ご指導とご協

力を頂いた皆様に、この場を借りて厚く御礼を申

し上げます。
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表4 耐震性能目標と応答結果のまとめ

図12 応答解析結果（レベル2、Y方向、標準）

写真1 斜め柱柱脚配筋施工中写真

写真2 斜め柱配筋施工中写真



1 はじめに
今回は、第7回日本免震構造協会賞作品賞を受賞

した慶應義塾大学三田キャンパス南館を訪問致し

ました。本建物は、写真1に示すように、開放的な

キャンパスエントランスを有し、三田から世界へ

の情報発信だけでなく、塾外からの新たな刺激を

受け入れる、世界へ開かれた三田の新しいゲート

として位置づけられています。コンペ形式で企画

され、大成建設が提案した4つのコンセプトが評価

され、採用されました。特に、本建物では、セミ

アクティブ方式の免震構造が採用されています。

慶應義塾管財部工務課の山代昌彦氏、設計者で

ある大成建設㈱の篠崎洋三氏、藤山淳司氏に案内

していただきました。出版部会からは加藤委員長、

世良、小澤、藤波の4名が訪問しました。

2 建物のコンセプトと概要
本建物のコンセプトは、以下の4つで構成されて

います。

①丘の復元：三田キャンパスは、白金・高輪から

イタリア大使館に至る緑の台地の軸線上に位置

しており、この連続性を回復する。

②三田の新しいゲートの創造：社会へ情報を発信

するだけでなく、塾外からの新たな刺激を受け

ることにより義塾を活性化させるための実業の

世界へ開かれたゲートを創造する。

③継承する「萬來舎」の精神：イサム・ノグチと

谷口吉郎のコラボレーションによる「萬來舎」

の精神を継承し、人の出会いの場、対話を誘発

する多様な場を提供する。

④長寿命化を支えるフレキシビリティ：研究スタ

イルの違いによる個性化や、将来における施設

への要求の変化にもフレキシブルに対応できる。

以上の設計コンセプトを受けて、建築計画のポ

イントを次のように決定しました（図1）。

①高層部：教員個室の利用空間を最大限確保し、

居住性を高める。

②低層部：教室を無柱空間とし、フレキシビリティ

を高める。

③アトリウム：低層部と高層部を連結し、学生た

ちの対話空間としての開放性を高める。

これらの要求性能を実現させるために、免震構

造が採用されました。

本建物の概要を以下に示します。

建築場所 ：東京港区三田2－15－45

用　　途 ：学校（大学）

建築面積 ：2,125.38m2

延床面積 ：18,174.26m2

階　　数 ：地上13階、地下3階、塔屋1階

最高高さ ：48.3m

構　　造 ：鉄筋コンクリート造

基　　礎 ：直接基礎

設計監理 ：大成建設一級建築士事務所

施　　工 ：大成建設株式会社
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世良 信次
CERA建築構造設計

小澤 義和
横浜ゴム

藤波 健剛
前田建設工業

慶應義塾大学（三田）南館
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写真1 建物外観



3 構造計画概要
建築計画を受けて、図2に示す構造計画を行いました。

高層部と低層部を繋ぐアトリウム部の設計を考

えた場合、応答性状の違いによって大きなねじれ

が生じます。これらの応答解析を実施し、連結部

に生じるせん断力を1/5以下に低減でき、エキスパ

ンションジョイント無しに設計可能とできる免震

構造が採用されました。

免震構造の採用に際して、基礎免震あるいは中

間層免震のどちらにするかを検討し、特に擁壁の

設計が困難である等の理由も踏まえて総合的に判

断し、地下3階レベルで免震層を設けることにして

います。

高層部の教員個室の利用空間を最大限確保する

ために、H型連層耐震壁をコア部に配置し、外周部

分を鉛直荷重のみを負担する壁柱とすることで、

室内の柱型をなくしています。さらに、天井をリ

ブ付コンクリートスラブとし、設備機器をリブ内

に収めることで、階高3.3m中3m近い天井高を確保

し、自由度の高い空間を作り出しています。

本建物では、免震構造により優れた免震性能を

付加させる目的で、図3に示す概念のセミアクティ

ブ方式の免震構造を採用しています。ここでは、

応答加速度を通常の免震構造よりもさらに低減さ

せることを目的として導入しました。電磁弁を切

り替えることで、減衰係数を高低2段階選択できる

可変減衰ダンパーを、大成建設・慶應義塾大学・

日立製作所の3社で共同開発し、大臣認定を取得し

ています。センサーで計測された建物の揺れの情

報を元に、建物の応答加速度を低減させるには、

ダンパーのどちらの減衰係数を選択すれば良いか

をある制御則の元で計算し、切り替えます。万一

の停電やコンピュータの異常時には、パッシブ型

のダンパーとして作動するようになっています。

免震部材としては、天然系積層ゴム支承φ700を

4台、φ800を2台、φ900を16台、φ1,000を3台、

φ1,100を5台、φ1,300を4台、パッシブ型オイルダ

ンパーをX、Y方向各5台、可変減衰型のオイルダ
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図3 セミアクティブ免震構造概念

図1 建築計画のポイント

図2 構造計画のポイント



免震建築訪問記－ 59

ンパーをX、Y方向各5台が設置されています。

免震層の配置図を図4に、免震部材の諸元を表1に

示します。

地震時の本免震建物の耐震性能として、既往波3

波、告示模擬波4波に加え、サイトの特性を考慮し

た模擬地震波3波に対してその目標（表2）が設定さ

れ、地震応答解析によって目標が満足されること

が確認されています。

4 見学記
3階会議室をお借りして、説明をしていただきま

した。写真2にその状況を示します。

その後建物内を見学させていただきました。こ

こでは、写真を用いてその様子を説明します。

写真3はシースルーエレベータの様子です。背後
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写真2 建物説明状況

写真3 エレベータ部

図4 免震層配置

表1 免震部材諸元

表2 耐震性能目標



も含めてシースルーとなっており、裏側にある

アトリウムも見渡せます。写真4は、エレベータ裏

のアトリウム部からエレベータを見上げたところ

です。天井をガラス張りにすることで光を取り込

み、コミュニティ空間であるアトリウム部を明る

くしています。

写真5は教員個室です。柱型が室内に現れず、プ

レキャストリブスラブを直天とすることで、快適

な執務空間が確保されています。

写真6は積層ゴム、写真7は可変減衰型のダンパー

を示します。パッシブダンパーとは色分けされて

おり、可変減衰型は赤、パッシブ型は黄色で塗装

されています。

写真8はセミアクティブコントロールのための制

御盤です。常時振動をモニタリングし、地震時に

はダンパーの電磁弁を制御して切り替えます。
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写真4 アトリウム

写真6 積層ゴム

写真7 可変減衰型ダンパー

写真8 制御盤

写真5 教員個室
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写真9はアトリウムに面している図書室上部の小

物落下よけです。明るさを落とさない工夫がされ

ています。

写真10はアトリウム部で高層階と低層階を繋ぐ

スパン11mのダクタルブリッジです。超高強度繊維

補強コンクリートを用いて床厚を薄くし、アトリ

ウム空間を開放的にする役割も担っています。中

央部にはTMDを設置し、床揺れも制御しています。

写真11は低層部屋上に移築再生された「萬來舎

継承空間」です。周辺には緑の軸線を回復するた

めの屋上緑化庭園が設けられています。

5 訪問談義
訪問見学中の質疑や談義の一部を以下に示します。

Q：評定の流れはどうなっていますか。

A：建築センターの評定を受けましたが、当初はパッ

シブダンパーのみで評価を受けました。その後

システム等の検討を行い、セミアクティブ方式

として再評価を受けています。

Q：セミアクティブ機構が作動しない場合をどの様

に考えていますか。

A：建築センターの評価でも、バックアップ方法に

関してが重要なポイントとなりました。停電、

センサーの故障などの想定される5種類のリス

クに対して、可変ダンパーへの通電をOFFとな

る様にし、パッシブダンパーとして作用させる

ことにしました。パッシブダンパー時でも問題

ないことを確認しました。

Q：通電がOFFの場合には、減衰係数は高低どちら

になりますか。
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写真9 アトリウム小物落下防止シート

写真10 ダクタルブリッジ

写真11 屋上に移築された「萬來舎継承空間」

写真12 移築されたらせん階段での集合写真



A：通電OFF時には電磁弁が閉じるようになってい

ます。この場合減衰係数は高い方になります。

同様に常時は減衰係数が高い方になっています。

Q：セミアクティブ方式の主な目的は何ですか。

A：変位は同じくらいでも加速度を落とすことを主

に考えています。

Q：パッシブダンパーと可変減衰ダンパーの減衰係

数はどの様な値ですか。

A：パッシブダンパーは、可変減衰ダンパーの高低

の減衰係数のちょうど中間の値となっています。

Q：常時制御部は稼働しているのですか。

A：センサーで計測した振動は常時モニタリングし

ています。加速度が3galを越えると制御状態に

入ります。

6 おわりに
今回は、セミアクティブ免震構造という、建築

に制御を取り込んだ建物ですが、これ以外にも、

多くの新技術が盛り込まれた建物でした。高層棟

と低層棟を繋ぐアトリウムが明るく開放的で、学

生にとって安心して学べる空間が創り出されてい

ると思いました。この南館では、模擬法廷教室、

ディスタンスラーニングルームなど、対話による

実践的な授業に使用される部屋の他にも、内部に

多様な人が集い対話するスペースが作られていま

す。人と人との対話から新たな知的価値が創造さ

れる、世界に開かれた三田の新しいゲートを象徴

する建物であると感じました。

最後になりましたが、お忙しい中、貴重なお話

をお聞かせ頂きました関係者の方々に、厚く御礼

申し上げます。
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1 はじめに
近年起きた2003年十勝沖地震や2004年新潟県中

越地震では、レベル2に相当する強い地震動を受け

た免震建物の応答が観測されるなど、過去の観測

記録を上回る大きな応答が複数の免震建物で観測

された。これらの観測記録のシミュレーション解

析により、免震装置の復元力モデルは大変形時に

おいて予測精度が高いことが確認された。一方、

変形が小さい場合、免震装置の復元力モデルは精

度が低いことが中小地震で観測された応答記録の

シミュレーションにより20年以上前から分かって

いた。だが、中小地震時のような微小振動レベル

の応答は免震建物の耐震設計で考慮する対象でな

いことから、この復元力モデルの精度の悪さは、

長い間、それ程問題視されてこなかった。

微小振動レベルでの免震装置のせん断歪は小歪

（せん断歪10％程度まで）である。この歪レベルで

は免震装置の変形は極めて小さいため、免震装置

の加力試験を行うことが難しい。このこともあり、

小歪レベルでは、弾性特性も含め免震装置の復元

力特性は殆ど明らかにされていない。

近年、超精密製品工場に免震構法が適用される

など免震構法の適用範囲が広がっている。そのた

め、環境振動に対する防振性能、中小地震時や強

風時の居住性能等が免震建物で評価の対象となる

ことがある。これらの評価では微小振動レベルの

応答予測が問題となるので、小歪領域を対象とし

た免震装置の復元力モデルの構築が重要な課題で

ある。そこで、中小地震で観測された応答記録を

用いたシステム同定により、小歪領域における鉛

プラグ入り積層ゴム（LRB）の復元力モデルの開発

を弾性特性も含めて行ってきた。中小地震の観測

記録を使用した理由は、小歪領域におけるLRBの

復元力特性の情報を多く含んでおり、また記録の

蓄積が多いことである。本報ではその研究成果を

紹介する。

2 地震応答記録とシステム同定の概要
1）地震応答記録

LRBで支承された13階建免震集合住宅（図1）にて

観測された10地震の記録を復元力モデルの作成に

使用した。この建物には19基のLRBが設置されて

おり、それらの諸特性を表1に示す。加速度応答記

録から求めた基礎マットの最大速度は0.3cm/s～

10.3cm/sで、LRBの最大せん断歪は0.08％～7.5％で

ある。

地震応答記録に基づいた微小振動を対象とする
鉛プラグ入り積層ゴムの非線形復元力モデル

特 別 寄 稿
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図1 鉛プラグ積層ゴム支承免震建物の

地震観測点配置（観測点:①～④）

表1 鉛プラグ入り積層ゴム支承の諸特性



2）システム同定

LRBの復元力モデルの構築に使用したシステム

同定手法1）の概要を図2に示す。始めに、図（b）に示

すように、1階床で観測された記録を上部構造のモ

デルに入力し、最上階の応答記録を最も良く再現

する上部構造の剛性及び減衰定数を同定する。次

に、得られた同定パラメータを用いて上部構造の

応答解析を行い、さらに観測記録を数値積分して

免震層の水平層間変位を算出し、免震層の復元力―

変位関係のデータを作成する（図（c））。最後に、復

元力特性は骨格曲線と履歴曲線で構成されている

ことに着目し、観測記録から求めた復元力―変位関

係のデータから骨格曲線を抽出し、それに基づい

てLRBの復元力の骨格曲線をモデル化する。また、

この骨格曲線のモデルを組み込んだLRBの復元力

モデルを使用して、履歴特性パラメータを同定し、

その結果から履歴曲線のモデル化を行う。

3 小歪領域における復元力特性のモデル化
1）骨格曲線の特性

システム同定により免震層の復元力の骨格曲線

を地震毎に求め、それらを合成した結果を図3に示

す。図の縦軸は免震層の復元力を建物重量で除し

た値で、免震層の層せん断力係数に相当する。横

軸はLRBのせん断歪で、免震層の上下階で得られ

た加速度記録を数値積分して求めた。また、同図

にメーカーの復元力モデル式2）（以後、既存モデル

と呼ぶ）を用いて求めた骨格曲線も示す。既存モデ

ルは、せん断歪10％程度では観測記録と整合して

いるが、それより小さいせん断歪に対しては、観

測記録より大きく、観測記録の骨格曲線の歪依存

性を表現できていない。図4に観測記録の骨格曲線

の歪依存度を調べた結果を示す。図中の曲線①と

曲線②との交点のせん断歪0.04％を境に、それ以下

では骨格曲線はせん断歪に対してほぼ線形的に変

化し、LRBの弾性特性を表している。従って、せ

ん断歪0.04％はLRBの弾性限歪と考えられる。一方、

弾性限歪を超えると、骨格曲線はせん断歪 に対

して0.57乗で変化している。

高林・他3）が行った鉛試験片の動的せん断加力試

験結果によると、鉛の等価減衰定数はせん断歪

0.04％では僅かであるが、この歪を超えた辺りから

急激に増大し、塑性特性が顕著に現れる。このこ

とから、LRBの弾性限せん断歪を0.04％とすること

は妥当と考えられる。一方、骨格曲線の歪依存

度 は、竹中・他4）が行ったLRBの単体加力実

験（せん断歪0.1％～10％の範囲）で得られた歪依存

度 と極めて良い対応をしており、妥当と考え

られる。

2）復元力モデルの提案

せん断歪10％までの小歪域を適用範囲とし、

LRBの修正バイリニア型復元力モデルの構築 1）, 5）を

行った。モデルの模式図を図5に示す。提案したモ

デルの特徴は、a）既存モデルでは考慮できない弾

性特性を扱うことが出来ること、b）降伏後の骨格

曲線の歪依存性が実測に基づいており正確である

こと、c）せん断歪10％で既存モデルと一致してい
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図2 システム同定手法

図3 観測記録に基づく免震層の水平復

元力の骨格曲線

図4 免震層の水平復元力の骨格曲線の

同定

図5 小歪時の修正バイリニアモデル



るので、せん断歪が10％以下の領域を本モデルで

置き換えた既存モデルを用いても力や変位に不連

続は生じない、d）小歪領域での履歴減衰特性を的

確に表現するために初期剛性（除荷剛性）の歪依存

度を改良した点である。以下に提案した復元力モ

デルを弾性域と塑性域に分けて説明する。

①弾性域（ ）

LRBの弾性限せん断歪 =0.04％とし、復元力

と水平変位 との関係を次式で表す。

（1）

ここに、 はゴムの総厚である。 は弾性剛性

で、弾性限せん断歪における変位 と骨格曲線の

値 から求める。なお、 の値は式（2）

から算出する。

②塑性域（ ）

せん断歪が弾性限歪を超えると、復元力は修正

バイリニア型復元力モデルに従うとする。即ち、

履歴曲線はバイリニア型であるが、経験した最大

せん断歪が更新される毎に、履歴曲線の特性が変

化する。バイリニア型の履歴曲線の特性パラメー

タは降伏荷重 、降伏後剛性 、初期剛

性 である。これらのパラメータの評価式を、

観測記録のシステム同定の結果 1）, 5）に基づいて、既

存モデルとの整合性を考慮して提案した。

（2）

ここに、 ：せん断歪10％に対する既存

モデルの修正係数　　　　　　　　　　　、 ：

鉛の降伏せん断応力度　　　　　　　　、 ：鉛

プラグの断面積（mm2）、 ：既存モデルの

降 伏 後 剛 性 の 歪 依 存 に よ る 修 正 係 数 で

。 は降伏荷重の歪依

存による修正係数で、復元力の骨格曲線 が

観測結果（図4）と整合するように定めた。 と

は、それぞれ、積層ゴムの水平ばね定数と鉛プラ

グによる水平剛性増加分である。

（3）

βは降伏後剛性に対する初期剛性の比である。図6

に観測記録のシステム同定から求めたβを示す。

βには歪依存性が認められるので、その依存性を

考慮して次式でモデル化した。

（4）

は に対して1次関数であるから、モデ

ルの定数aとbは、せん断歪10％でのβの値 と

弾性限歪で等価減衰定数がゼロとなる条件（式5）か

ら求まる を用いて定められる。

（5）

は既存モデルの値とし、既存モデルではゴム

がG4に対してβ=13、G6に対してβ=10を推奨して

いる。G6として式4から求めたβを図6に示す。β

のモデル式は観測されたβの歪依存度を比較的良

く表現している。βはLRBの履歴減衰と深く関係

するので、等価減衰定数に関して本モデルと既存

モデルとの比較を図7に示す。既存モデルは、歪が

小さい程減衰を過大に評価していることが分かる。

4 応答記録のシミュレーション解析
1998年11月17日に観測された応答記録のシミュ

レーション解析6）を提案した復元力モデルを用いて

行った。解析に使用した上部構造のモデルは直列

多質点系立体モデルで、建物の短辺方向のロッキ

ング振動を考慮したモデルである。このモデルに

基礎マットで観測された水平2方向の加速度記録を

同時入力して、時刻歴応答解析を行った。その結
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図7 LRBの等価減衰定数の

比較
図6 観測記録のシステム同

定により求めたβの歪

依存性
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果を図8に示す。また、比較するために、既存モデ

ルを用いた応答解析結果も図9に示す。提案したモ

デルは、せん断歪0.04％以下の弾性範囲で観測記録

の復元力を良く再現しており、降伏後の履歴特性

も正確に模擬している。その結果、最上階の加速

度応答波形には、観測記録との差異は極めて小さ

い。一方、既存モデルは、剛性と履歴減衰の両方

が観測記録と比べて過大であるため、最上階の加

速度波形は観測記録と全く異なっている。

5 まとめ
中小地震で観測された免震建物の応答記録を用

いてシステム同定を行い、小歪領域（せん断歪10％

以下）を対象としたLRBの復元力モデルを提案し、

観測記録のシミュレーション解析によりモデルの

精度を検証した。このモデルの特徴は、既存モデ

ルで扱うことが出来ない極めて小さな振動も高い

精度で解析が出来ることである。免震建物の環境

振動評価では、このモデルは極めて有効と考えら

れる。
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震工学シンポジュウム，2006，（掲載予定）
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図8 提案したLRB復元力モデルによる応答波形と観測記録と

の比較（建物の短辺方向）
図9 既存モデルによる応答波形と観測記録との比較（建物の短

辺方向）
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1 会場：アルメニア国首都エレバンの
アメリカン大学（写真1）

2 期日：2006年6月15日～17日

3 参加者
開催場所がヨーロッパのメイン都市から離れて

いる関係からかロシアや東欧からの参加者が比較

的多かったが全体では約50名程度と少かった（写真

2）。筆者は2005年の9月から、JICA（独立行政法

人：日本国際協力機構）プロジェクトとして2002年

に発足した「ルーマニア国地震災害軽減プロジェ

クト」の専門家として首都ブカレスに赴任中であっ

たが、アルメニアの首都エレバンにあるアメリカ

ン大学の旧知であったメルクミアン（Melkumian）教

授から会議出席の誘いがあり急遽参加した。

4 論文口頭発表
二日間行われたが、全部で15編であり、発表件

数は非常に少なかったがその分、発表の時間や議

論の時間が長かった。全体に研究的といよりむし

ろ事例紹介的な内容のものが多く、また、日本の

実情と比較すると参考になるものが少なかったの

で、内容の詳細は割愛し印象に残ったものを以下

に簡単に述べたい。

Alessandro Matelli（イタリア）は、免震構造の現状

と将来展望と題して十数カ国の現状を紹介してい

る。特に日本については多岐にわたる分野、たと

えば、地震時の建物挙動（阪神地震、十勝沖地震、

新潟中越地震）、現在の免震建物数（木造を含める

と2005年で2700棟）、免震システムの多様性、法的

規制、高層建物、人工地盤、戸建て住宅、建物床

免震、産業施設などの新しい情報が要領よく説明

されていた。このほかに、James Kelly（アメリカ）

は、NATOプロジェクトの発展途上国用の簡易免震

装置としてFiber Reinforced Elastomerの適用、

Mikayel Melkumian（アルメニア）は、アルメニアの

免震コード、建物事例と免震装置の品質管理など、

Ali Komak Panch（イラン）は、日本の某建設会社の

メガストラクチャー制震をイランに導入した34階

建物の設計と建設状況、Jacob Eisenberg（ロシア）は、

ロシアにおける最近の免震、制震の開発などを紹

介した。

高層免震建物に関する
国際ワークショップ
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写真1 会場のアメリカン大学

写真2 オープニングセレモニー

JICA専門家　大林組技術研究所 関 松太郎



5 プレスインタビュー
おもしろい企画として8カ国の代表による各国の

免震技術の現状が沢山の報道陣の前で紹介された。

発表者を写真3）に示す。向かって左からMikayel

Melkumian（アルメニア、司会）、Alessandro Martelli

（イタリア）、Ali Komak panah（イラン）、関松太郎

（日本）、Stela Agneta Petrescu（ルーマニア）、Jacob

Eisenberg（ロシア）、Liudmila Soldatova（キルギスタ

ン）、James Kelly（アメリカ）、の各氏である。紹介

の内容は各国で精粗さまざまであった。私は、日

本の免震建物の建設実績の推移を述べるとともに、

その背景の地震活動や法的手続きなどを簡単に紹

介した。日本とイタリア、アメリカを除けば、研

究および建物の実績などまだまだこれからだとい

う感じである。

6 展示コーナー
規模は非常に小さく、国連のアルメニア支部、

本ワークショップのメインスポンサーである

“Elite Group”CISCという建設会社（ディベロッパー

も兼ねる）および、“Retine Noruyt”という積層ゴム

製造会社のわずか3社であった。積層ゴムの展示を

写真4）に示す。展示してあったのは色々なサイズ

の積層ゴムであるが、このなかで、アルメニアで

標準的に使用されている積層ゴムのパンフレット

があったので簡単に紹介する。それによると、中

間鉄板は直径560mm、厚さが3mmで総数は13層、

ゴム層は厚さが15mmで総数14層（ゴム総高さ：

210mm）、上下鉄板は厚さ30mm、周囲の被覆ゴム

の厚さは20mm、上下の被覆ゴムの厚さは6mmで、

建物と基礎側の鉄板に固定しないタイプである。

力学的特性であるが、設計鉛直荷重300t用で、設計

水平変形が450mm、減衰は12％である。従ってこ

の積層ゴムは、面圧が約120kg/cm2で、設計変形時

のせん断ひずみは約215％となる。これらの値は日

本とあまり違いはないが、ゴムの1層あたりの厚さ

が15mmと大きいので2次形状係数に関しては、約

2.7と非常に小さい値となり座屈が心配される。ま

た、ゴム材料は、ネオプレンゴムで積層ゴムとし

ての減衰は10～12％である。ちなみに、積層ゴム1

個あたりの公称価格は、建物への取り付け用鉄板

を含んでおおよそ、300t用は2000US$,150t用は

500US$とのことである。また、アルメニアにはも

う一社“GTMC”という積層ゴム製造会社があり、

現在、外国からの積層ゴムの購入はしてないとの

ことである。

7 現場見学
写真5）～8）は見学した施工中の二つ免震建物を

示す。どちらも集合住宅であり、高級感と高い安

全性を売り物にした施工中の新築建物である。写

真5）と6）は鉄筋コンクリート造11階建てで道路に

向かってセットバックしている。免震積層ゴムは1

階の駐車場の柱頭に設置されている。駐車場の柱

の免震設置階のレベルには梁が設けられ、免震装

置からの軸力がスムーズに分散できるように垂直

ハンチが柱に設けられている。積層ゴムは（3）で紹

介されたものより小さいサイズ（軸力150t用）が各

柱頭で数個設置されている。説明によると、小さ

な積層ゴムは施工時に扱いやすいことと、積層ゴ

ムの配置や個数を容易に変えることができるので

上部構造のねじりに対しても容易に対処可能なの
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写真3 プレスインタビュー

写真4 免震装置展示コーナー



が大きな理由とのことである。写真7）と8）は鉄筋

コンクリート造16階建ての共同住宅である。この

建物は、免震階が地下にあり、免震装置は地下の

柱頭に設置されているほかは、前に紹介した建物

と免震装置の設計方法、配置などは同じである。

ちなみに、首都エレバンで考えられている設計地

震動（最大加速度0.4G）に対する積層ゴムの最大応

答相対変形は20cm程度との事であった。

現在首都エレバンにある免震建物はまだ少なく、

まさに建設が始まったばかりという感じである。

アルメニア全体の概要については、本誌でメルク

ミアン教授が紹介しているもう一つの記事を参照

されたい。

8 その他の行事
クロージングディナーは、山の谷あいにある大

きなアルメニア式レストランで行われた。舞台が

こしらえてある上でアルメニアダンスをしたり、

強い酒と珍しい食べ物を囲んで夜遅くまで歓談し

た。また、会議中のある夜、ヴェルディのオペラ

「Ll Trovatore（イル　トルバトーレ）」を鑑賞した。

こちらのオペラは大変立派な劇場で公演され演技

もすばらしかった。私が現在赴任中のルーマニア

と同じで、ここでも入場料が安く人々が日常的に

気軽に鑑賞できるお国柄のようである。

9 まとめ
（1）大変小さなワークショップであった。地理的

条件でしかたがないかもしれないが、免震の

研究の世界的な大御所であるKelly氏やMarrelli

氏が来たので会議の内容も引き締まっていた。

一方、日本からは私だけであり、このような
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写真6 建物“Cascade”の免震装置

写真7 建物“Our Yard”

写真8 建物“Our Yard”の免震装置

写真5 建物“Cascade”



状況が事前に分かっていたらきちっと日本の

現状を紹介する資料を作って参加すればよかっ

たと後悔している。

（2）会議のタイトルが「高層建物の国際ワークショッ

プ」とされているが、いわゆる、我々が高層

と分類している100m（約30層）以上の建物に関

する研究も事例も紹介されていないのが残念

であった。これは参加した国の多くが技術的

にその段階ではないというのが実情である。

（3）開催国のアルメニアは1988年に大きな被害を

受けたスピタク地震を経験し耐震に関しては

大きな関心を寄せている。この国の免震事情

は、まさにこれから普及の段階を迎えるといっ

てよい。免震の研究、免震コードの作成、実

建物への適用などの活動の中心はメルクミア

ン教授である。彼が、1985年頃、日本で一年

間、東大の岡田恒男教授のもとに滞在し、そ

のとき始めて免震をアルメニアに導入しよう

と考えてからの20数年間の努力とバイタリティー

が今のアルメニアの現状に大きく寄与してい

ると確信している。

（4）最後に、私個人的には思いがけなくまったく

馴染みの無い国で、少数の研究者とのんびり

と時間を掛けて議論をしたり、また楽しい宴

会ができたことは大変よい経験であった。
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関様のご紹介で

American University of Armenia  Mikayel MELKUMYAN教授

の特別寄稿が次ページから掲載されています。

どうぞご覧下さい。
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INTRODUCTION

During the last 12 years 33 buildings and structures have been
designed in Armenia using seismic isolation technologies. The
total number of base and roof isolated buildings, which are
already constructed, retrofitted or are under construction, has
reached 28. Among them there are bathhouses, private houses,
a school building, a clinic building, a business center and
apartment buildings. The last applications of seismic isolation
took place in design and construction of 10-20-story
multifunctional buildings, which include underground floors
(garages) and above ground floors for offices, apartments,
restaurants, fitness clubs, pools, etc. The number of base
isolated buildings per capita in Armenia is the one of the
highest in the world.

Construction of base isolated structures has started in Armenia 
in 1994. In 1995 the number of such structures reached 6. In
1998 there were already 10 buildings and structures where base
or roof isolation systems were used. The larger application of
base isolation has begun at the end of 1999 and at the beginning
of the year 2000. At that time the design of 12 base isolated
buildings has started. During 2001-2003 for the first time in
Armenia base isolation was applied to a single-family house, to
school and to clinic buildings [Melkumyan M.G. et al, 2004;
Melkumyan M.G. and Gevorgyan E.L., 2004]. In 2004 till
present base isolation was designed and applied for the first
time to multistory multifunctional buildings.

STATISTICS AND EFFECTIVENESS OF APPLICATION OF
SEISMIC BASE AND ROOF ISOLATION IN ARMENIA

It should be mentioned that seismic isolation in Armenia is
developing mainly through the projects financed by the
international institutions (World Bank, Swiss CARITAS),
“Hayastan”All Armenian Fund, private companies (“Elite
Group”CJSC (Armenia),“PCG International”LLC (USA) or
individual investors (Mr. John Huntsman) or persons,
constructing their own houses. The matter is that seismic
isolation techniques developed in Armenia, taking into account
local manufacturing of rubber bearings, are leading to
significant savings in construction costs. This fact is attracting
the attention of financial institutions and private investors
[Melkumyan M.G., 2001]. Table 1 gives statistics on
application of seismic isolation techniques in Armenia for the
last 12 years.

Presently there are four factories in Armenia, namely: NAIRIT
plant, Yerevan Factory of Rubber Technical Articles (YFRTA),
General Transworld Manufacturing Company (GTMC) and
“Retine Noruyt”CJSC capable to manufacture high quality
rubber bearings. Since the year 2000 they are producing
bearings from neoprene with medium damping of about 9-10%.
These bearings were designed and tested locally [Melkumyan
M.G., 2001] and were used in construction of new buildings as
well as for retrofitting of a school building.

Consequently, one of the important factors for application of
such technologies in Armenia is the presence of the chemical
industry in the country capable to locally manufacture high

quality isolators. Another factor is the presence of scientific and
engineering resources capable to design, investigate, test and
improve the seismic isolation technologies. Together with that
the world experience proves that the seismic isolation
technology is the most reliable. The excellent example of
demonstration of the effectiveness of two seismic isolated
buildings during the destructive Hanshin-Awaji earthquake in
1995 (Kobe, Japan) is well known [Fujita T., 1999].

Thanks to the above mentioned capabilities the retrofitting or
construction of ordinary (apartment) buildings and critical
facilities using seismic isolation costs much cheaper in
comparison with the conventionally designed buildings. For
example, a comparative analysis was carried out for a 4-story
apartment building considering two cases: first, when the
building is designed with fixed base (conventional design) and
second, when the building is seismically isolated. Similarly, a
comparative analysis was carried out also for a 3-story clinic
building.

Armenia is the one of the world leaders

in development and application of base isolation technologies

特 別 寄 稿
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TABLE 1: Statistics on buildings and structures in Armenia with the
application of seismic isolation techniques from 1994 to 2006



The savings due to seismic isolation amounts to 92,360 USD for
the apartment building and 97, 120 USD for the clinic building
[Melkumyan M.G., 2002 and Melkumyan M.G., 2004].
Accumulated experience shows that thanks to seismic isolation
30-35% of the cost of bearing structures of buildings can be
saved. Much bigger savings were obtained in retrofitting of an
apartment building and a school building in Vanadzor. Here for
the first time in the world retrofitting of these buildings by base
isolation was carried out without interruption of the use of the
buildings. In these cases due to seismic isolation the cost of
retrofitting was about 1.5-2.0 times less in comparison with the
cost of conventional retrofitting. Also seismic isolation made it
possible to speed up the whole construction process.

Thus, successful implementation of new technologies in the last
12 years, the presence of industry capable of locally
manufacturing seismic isolators, the presence of capable
scientific and engineering resources locally developing and
designing seismic isolation systems, the presence of the design
codes and guidelines for seismic isolation of buildings and
structures [Khachian E.E., 1992; Fuller K.N.G. & Melkumyan
M.G., 1998; Melumyan M.G., 2002], the possibility of
retrofitting by seismic isolation without interruption of the use
of the facilities, the low cost of retrofitting and new construction
using seismic isolation, the possibility to accelerate the whole
construction process, and high reliability fully justify further
practical application and effectiveness of the advanced seismic
isolation technologies in Armenia.

RECENT APPLICATION OF BASE ISOLATION IN
CONSTRUCTION OF MULTISTORY MULTIFUNCTIONAL

BUILDINGS

The original and innovative structural concepts of five
residential complexes and of a business center and their designs
were developed in 2004 - 2006 (Fig. 1, 2, 3, 4 and 5). The
seismic isolation plane in all cases is designed above the
parking floors, although in case of the“Cascade”building the
upper parking floor does not have a slab that makes the stiffness
of this floor lower in comparison with the parking floors of the
other complexes. The same is true for the residential complex
on Arami str., which has four floors below the isolation plane,
of which two floors are underground and two floors are above
ground.

Different numbers of MDRBs are to be installed in these
buildings. However, all of them are of the same size (diameter -
380 mm, and height - 202 mm) and characteristics. They have a
damping factor of about 9-10%, can develop horizontal
displacement of up to 280 mm (about 220% of shear strain), and
can carry a vertical load of up to 1,500 kN. Under different
columns of RC frames and different shear walls of these
buildings different quantities of MDRBs are envisaged (Fig. 6
and 7).
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TABLE 1: (Continuation)

TABLE 1: (Continuation)

Fig. 1. The view of the 17-story
multifunctional residential 
complex on Sayat-Nova Avenue
in Yerevan



This is not a typical approach on installation of the group of
small rubber bearings instead of one big bearing, which is
conditioned from one side by the architectural solution in order
to have a gap at the seismic isolation plane of about 200 mm.
But from the structural point of view this approach is increasing
the seismic stability of the buildings and is leading to a more
uniform distribution of the vertical dead loads as well as of
additional vertical seismic loads on the rubber bearings. Other
advantages of this approach are the following:
－　small bearings can be installed by hand without using

any mechanisms;
－　easy replacement of small bearings, if necessary,

without using any expensive equipment;
－　easy casting of concrete under the steel plates with

anchors and recess rings of small diameter for
installation of bearings;

－　neutralization of rotation of buildings by manipulation
of the number of bearings in the seismic isolation
plane, etc.

All complexes were analyzed using the provisions of the
Armenian Seismic Code, as well as using different time
histories. The soil conditions in all cases are good and the soils
here are of category II with the predominant period of vibrations
of not more than 0.5 sec. By the carried out calculations (using
computer programs LIRA 9.2 and SAP 2000), for example, for
the“Cascade”building, as one of the most complicated cases,
the first mode vibrations’period in longitudinal direction is

equal to 1.90 sec and in transverse direction - 1.91 sec, while
the corresponding periods for the non-isolated structure would
be 0.83 sec and 0.86 sec. This means that seismic isolation has
reduced the maximum spectral acceleration by a factor larger
than 2. These figures prove the high effectiveness of seismic
isolation and reliability of the buildings during strong seismic
actions with the PGA equal to 0.4 g and even more.
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Fig. 2. The view of the 10- and 16-story buildings
in the multifunctional residential complex “Our Yard”

on Rostomi Street in Yerevan

Fig. 3. The view of the 11-story multifunctional residential 
complex “Cascade” on Demirchian Street in Yerevan

Fig. 4. The view of the 20-story business center “Elite Plaza” on
Khorenatsi Street in Yerevan

Fig. 5. The view of the 13-story and 11-story multifunctional residential
complex on Arami Street in Yerevan

Fig. 6. Example of location of seismic isolators in “Cascade” building



For the time history non-linear earthquake response analysis a 
group of accelerograms was used including synthesized
accelerograms. They were chosen so that the predominant
periods of the Fourier spectra do not exceed 0.5-0.6sec. In this
case the total shear forces on the level of isolation system, the
maximum displacements of the isolators, and the maximum
story drifts of the superstructure calculated based on the Code
provisions are differing from the same values calculated by the
time histories in about 2 times in average. This means that some
further measures should be taken in order to more realistically
describe the behavior of seismic isolated buildings in the design
models during the calculations based on the Code. In other
words further improvement of the Code provisions is needed
regarding the reduction factors for seismic isolation systems.

The comparative analyses carried out for the considered
residential as well as for the business center complexes for cases
with and without application of seismic isolation clearly show
the high efficiency of seismic isolation. They prove once again
that if properly designed seismic isolation brings to rational
structural solutions of high reliability. This is true also for the
developed structural concepts and for the accomplished
structural designs. 

It should be mentioned that according to the Armenian law all
designs must be evaluated by special licensed companies. Some
of the designs of base isolated buildings have passed through
the international expertise. The quality control of base isolation
devices as well as of the construction of base isolated buildings
is being carried out by the group of researchers and structural
engineers at ERC of AUA under the leadership of Prof.
Melkumyan. .

CONCLUSIONS

The effectiveness and application of seismic isolation systems
in Armenia is justified. Detailed statistics on buildings where
seismic isolation is applied and also on types of seismic
isolation systems and on manufacturers of rubber bearings is
presented. Various examples of applications of seismic isolation
techniques in Armenia are described. It is shown that due to
base isolation the savings in comparison with conventionally
designed building (with a fixed base) is about 30-35% of the
cost of the bearing structure of the building.

New structural concepts are proposed, designed and applied for
the first time in Armenia for construction of 10-20 story
multifunctional complexes, which include underground floors
(garages) and above ground floors for offices, apartments,
restaurants, fitness clubs, pools, etc. The new approach on
installation of the group of small rubber bearings instead of one
big bearing under the columns or shear walls is given and its
advantages are mentioned.
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Fig. 7. Example of installation of five rubber bearings under one of the
columns of the 10-story building in “Our Yard” complex
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運営委員会企画小委員会社会ニーズ醸成WG

2005年度免震建築物データ
集積結果（2）

特 別 寄 稿

会員各位のご協力によりデータ集積をしており、既にMENSHIN No.53号で概要報告いたしましたが、
9月11日に開催された「第11回免震フォーラム」～首都直下地震の被害低減に向けての免震構造の適応
性を探る～に於いて以下の4つの結果を報告しております。これらは、官民の免震建築物の推移および
全国・関東圏・都内（23区）についてデータ（2004年末まで）を分析したものです。

① 免震建築物の件数および官庁・民間の推移

② 免震建築物の県別分布
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④ 免震建築物の東京都23区別分布

③ 免震建築物の関東県別分布

特 別 寄 稿
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講習会報告

1. 趣旨
近年、地震活動が活発化しており、2004年の新潟県中越地震や2005年の福岡県西方沖地震では震度5弱

の中小地震にも関わらず電車やエレベータが停まり、地震に対する都市機能の脆さを露呈した。

そうしたなか政府は、首都直下地震の被害想定を公表し、最大の被害として建物全壊棟数・火災消失

棟数85万棟、死者1万3千人を予測している。また、人的・物的被害と経済被害の減災目標をまとめた地

震防災戦略では、具体的目標の一つとして建築物の耐震化率向上が掲げられ、関連法の改正も進められて

いる。

一方、建物自体のみでなく内部の収容物や設備の被害も防ぐ免震建物は、最近の地震被害によってそ

の耐震安全性が実証され、一般の方への認知度も高まり、集合住宅をはじめ病院、庁舎、通信、物流関

連といった様々な建物に採用されてきている。

しかしながら、人口密集地域における免震建物は少なく、その普及状況は地震被害低減の観点からも

十分とは言えない状況にある。

本フォーラムでは、発生が懸念される首都直下地震の被害想定とそれに対する国（自治体）の被害低減

策をご紹介いただき、これらの状況をふまえて、免震建物はどこまで都市の被害低減に役立つか、また

どのように役立てるべきか、これからの建物のありようを共に考える機会とした。

第11回免震フォーラムは、9月11日（月）13:00～17:00、東京・御茶ノ水の日本大学理工学部CSTホール

で開催され、参加者は、来賓を含めて146名と盛況であった。当日は、次のスケジュールで行われ、有意

義な講演と活発な討議が繰り広げられた。

2. プログラム
進行役 前林和彦、上河内宏文

13:00

趣旨説明 西川孝夫（記念事業委員会委員長）

13:05

特別講演 「首都圏直下地震・対策の現状」

中林一樹（首都大学東京）

13:55

特別講演 「首都圏直下地震・災害想定」

中村晶晴（東京都総務局）

第11回　免震フォーラム

「首都直下地震の被害低減に向けての
免震構造の適用性を探る」

斎藤　 一

出版部会
アルテス

14:55

報告（免震による地震被害低減の可能性）

①免震建物の有効性

世良信次委員（JSSI普及委員会）

② 建物耐震・免震化の現状

平野範彰委員（JSSI普及委員会）

③ 地震被害低減のための免震技術

久野雅祥委員（JSSI普及委員会）

16:35 質疑・討論

17:00 閉会
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3. 免震フォーラム概要
3.1 主催者代表挨拶

主催者代表挨拶を、記念事業委員会の西川委員

長がされて、安政江戸地震から150年を過ぎた東

京で、首都直下型地震が話題になっているこの機

会に免震構造が有効であることの理解を深めてい

ただき、免震構造の普及に努めたいと本フォーラ

ムの趣旨説明が行われた。

3.2 「首都直下の地震と災害像」

首都大学東京・都市環境科学研究科の中林一樹

教授から内閣府と東京都の地震被害想定と災害像

の概論の紹介がなされた。

21世紀社会は、情報科学技術の進展や日本人の人口減少に伴い文化が

異なる人たちの混在社会（国際化）の進展、高齢化の進展・等による地

域社会の脆弱化、21世紀半ばにはインフラの老朽化に直面することを前

提に講演が進められた。

■首都直下型地震の切迫性

過去150年間に日本を襲った地震・風水害・火山噴火・社会的災害に

ついて示され、自然災害では地震が最も建物を壊し、死者を出している

ことを紹介された。1923年の関東大震災から83年が経っている東京で

は、今後、30年間でM7クラスの地震発生確率は約70％、10年以内では

約30％とのことである。

■首都直下型地震のタイプ

関東大震災などのプレート境界の地震や東京湾北部で可能性があるプ

レート境界面の地震、都心西部、さいたま直下などで想定される活断層

の浅いプレート内部の地震についての説明がなされた。

■首都直下の地震と想定被害

想定首都直下型地震の3タイプに加え、発生条件として、発生時刻

（冬5時、秋8時、夏12時、冬18時）と発生時の風速（風速3m、15m）や木

造密集地帯、等々による想定像と被害比較が紹介された。

図1、2は、講演で使われた木造密集市街地や被害予測を整理されパワー

写真2 西川孝夫委員長

写真3 中林一樹教授

図1 地震災害に脆弱な木造密集市街地 図2 都心東部直下地震時の被害予測

写真1 会場風景

講習会報告
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ポイントの一部である。

各タイプの建物被害、人的被害、帰宅困難者、ライフラインの被害、等々の震災像に加え、経済被害

想定の比較もなされ、生産額の低下などの間接被害割合が大きいことも紹介された。

本講演では、地震被害の3つの軽減方策（第1：地震動による直接被害発生の軽減、第2：災害発生後の

直接被害拡大の軽減、第3：間接被害の軽減）や防災戦略が示され、免震構造は最初の一撃による被害軽

減に効果があり有効であるとのこと。

3.3 「首都直下地震に備える」

東京都総務局総合防災部の中村晶晴部長から東京都の被害想定を震源位置と地震の大きさ等による震

度分布、液状化、火災、他の想定状況が紹介された。

また、細街路の閉塞度、渋滞区間、鉄道被害、電力停電率、通信不通率・ガス供給停止率・水道断水

率・下水道被害率の想定と被害軽減のための対策と図3に示す「東京都の震災対策体系」や「災害に強い

社会づくり」、他の説明がなされた。

阪神・淡路大震災より大きい被害が想定できること、エレベーターの閉じ込めや駅前滞留者問題、渋

滞によって救出が出来なくなること、細街路の閉塞により消防車も入れなくなることなど想定外の事態

も予測されるので、被害を最小限にとどめるためには、自らの生命は自らが守る「自助」と自分たちの

町は自分たちで守る「共助」に加えて「公助」が東京震災対策条例の3本柱であることや「迅速な応急復

旧活動」、「地震に強いまちづくりの推進」などの東京都震災対策事業計画も紹介された。また、震度6弱

以上の地震で交通規制が発生するとのことである。

4. 免震構造による地震被害低減の可能性
4.1 免震建物の有効性

「従来、人は建物にどんな機能を求めてきたのか？」「これから、建物にはどんな機能・役割を求めて

いくのか？」を、歴史に見る要求性能や免震建物の開発の状況と免震建物の効果を最近の地震後の免震

建物の調査結果を基に報告された。

図4に示す1994年のノースリッジ地震（米国）ではU.S.C病院で棚等の転倒がなく、手術が継続されたの

は有名であるが、今回の調査結果からも免震建物の有効性が以下のように確認されている。

・十勝沖地震・2003年でのヒアリング（免震建物3件）

「朝、来てみると昨日と全く同じ状態だった」

・新潟県中越地震・2004年（免震建物5件）

「隣棟病棟の患者さんや近所の人が避難してきた」

写真4 中村晶晴部長
図3 東京都の震災対策体系
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・福岡県西方沖地震・2005年（免震建物7件）

「書庫、書籍、棚類転倒なし」

東京都内にも約300棟の免震建物があり、特に火災危険度、倒壊危険度の高い高危険度地域で免震効果

が期待されると結ばれた。

4.2 建物耐震・免震化の現状

都市における大規模地震災害において、免震化が有効であることは、近年発生した地震被害経験から

実証されてきているが、都市防災という大きな視点で免震化を論じる場合の観点・方針・対策を総合的

な見地から分析し、現状を理解して、対策を考えていく必要があることを説明された。

耐震補強が普及し難い以下の4つの原因を挙げられ、免震レトロフィットの有効性を報告された。

1）経済的に問題がある。

2）日常生活に支障なく緊急必要性を感じない。

3）工事中の生活、業務の停止が支障をきたす。

4）機能的、美観的に問題がある。

免震建物の現状分析結果と予想される首都直下型地震による被害予測データの分析結果の説明がなさ

れた。図5は免震建築物の延床面積の推移を示されたものであり、1996年以降、免震建築物の件数が減少

しても、延床面積がほぼ同等の数値を示しているのは、高層マンション、高層事務所の免震化により1件

あたりの平均延床面積が増加していることと、病院や学校の普及率が13％、2％であることに対して、今

後、この比率を上げて行くことが望ましいと説明された。また、都内の免震建物の用途別分布や現状分

析結果を整理されている。

4.3 地震被害低減のための免震技術

免震構造は、耐震・制振構造と比較して建物の耐震性が最も高く、免震構造とすることにより容易に

写真5 世良信次委員

写真6 平野範彰委員 図5 免震建築物の延床面積の推移

図4 ノースリッジ地震とU.S.C病院

講習会報告
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解決できることが多いとされ、阪神大震災以降、大地震後に機能保持を要求される病院や庁舎などの防

災拠点への適用が大幅に増加し、さらにここ数年の地震被害を受けて、生産施設への適用が広がる傾向

があることを紹介された。

免震建築物の用途や免震ディバイスの多様化が進むなかで、地震被害低減に有効な以下の3つの技術を

取り上げて紹介

1）免震レトロフィット

⇒費用対効果が大きい

基礎免震と中間階免震の特徴、解決点

2）浮体免震（パーシャルフロート）

⇒通常の免震と比較して加速度を30～50％低減

3）免震人口地盤

⇒広域な防災拠点、地震時の避難場所として有効地下を防災センター、防災貯蓄倉庫として活用

図6は、免震レトロフィットによる解決点の一つとして、地震時の室内什器の転倒防止、設備機器の被

害を抑え、防災拠点として確実に機能保持が出来ることを説明されたものである。

5. 質疑・討論
Q：防災と減災の使い分けをされているのですか。

A：減災は、ダメージ・リダクションを“被害を低減する”と和訳したと思われる。災害を防ぐことは出

来ないので、起きる前の対策が大切である。

Q：火災被害が最も多いのは下町ではなく山の

手とのことですが、今までの認識と違うので

すか。

A：下町は、高層マンションなどが多く建設さ

れ、建物の不燃化が進んだが、山の手には

木造密集市街地が多い。

Q：免震建物でも、想定外のエレベータの閉じ

込め事例がありました。

A：着床装置、リスタート装置、P波センサー等

の整備などエレベータ自体の改善も必要と

思われる。

・・・その他、多くの討議があり盛況であった。

写真7 久野雅祥委員 図6 免震レトロフィットによる解決点

写真8 質疑・討論風景

講習会報告
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平成18年8月3日、名古屋市のKKRホテル名古屋にて標記のパネルディスカッションが開催されました。

愛知県設計入力地震動研究協議会（会長：福知保長名古屋工業大名誉教授）の主催で、日本免震構造協会

も共催致しました。参加者は、地震動協議会会員83名、日本免震構造協会会員7名の計90名でした。

愛知県設計入力地震動研究協議会は、設計の性能規定化に向けた設計者の取り組み及び免震構造、制

震構造の普及の一助をなすために、愛知県の地域特性を考慮した設計用入力地震動を研究し、会員の設

計技術ならびに建築物の耐震安全性の向上に寄与することを目的として平成11年に設立されたものです。

地震動研究協議会で作成された「三の丸波」と呼ばれる新東海地震を想定した地震波は、ご存じの方が

多いと思います。

三の丸地区は、名古屋の官庁街で、5棟の免震レトロフィット建物が並ぶ（図、表参照）という免震構造

に携わる者としては、是非とも訪れたい場所です。5棟のうち、愛知県西庁舎は既に工事が終わっており

ます。いずれの庁舎も、工事中も建物はそのまま使用しており、免震レトロフィットの利点を生かしています。

なお、名古屋高等・地方・簡易裁判所合同庁舎、中部経済産業総合庁舎および東海財務局庁舎は、鉄骨

ブレース・耐震壁を新設した耐震改修が行われています。

当日は名古屋大学大学院教授福和伸夫氏がコーディネーターを務められ、以下のプログラムで進めら

れました。当日の会場および発表の様子を写真1、2（いずれも地震動協議会提供）に示します。

研究交流会「三の丸地区免震
レトロフィットの設計者に聞く！」

清水建設
猿田　正明

表　三の丸地区免震レトロフィット建物概要（当日資料より）
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パネリスト

愛知県庁西庁舎 ㈱三菱地所設計

リニューアル建築部 増田　直巳　氏

合同庁舎第2号館 ㈱梓設計　設計本部構造部 柴田　昭彦　氏

名古屋市役所西庁舎 ㈱NTTファシリティーズ東海支店

建築事業部　都市・建築設計担当 片山　貴裕　氏

愛知県庁本庁舎 戸田建設㈱　本社設計部 中原　理揮　氏

㈱日建設計　構造設計室 西澤　崇雄　氏

名古屋市役所本庁舎 ㈱三菱地所設計

リニューアル建築部 増田　直巳　氏

各パネリストからの発表に続き、熱心な質疑・討論が行われ、3時間があっという間に過ぎてしまいま

した。

地震動協議会では、12月5日に現地見学会を計画しており、当協会も共催する予定でおります。

講習会報告

写真1 会場の様子 写真2 発表の様子

図　三の丸地区レトロフィットマップ（愛知県設計入力地震動研究協議会研究交流会資料に加筆）
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免震部建築施工管理技術者講習・試験も、今年で7回目となりました。

本年度は、10月8日（日）に都市センターホテル（東京）にて行われました。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、つづいて「免震構

造の一般知識」を百田委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづいて、「免震部施

工の要点」を舘野委員と大森委員が講師を担当しました。

受験申込者は358名で、当日の受験者は346名でした。本年度は、多数の受験申込みがあり、試験は、

都市センターホテル内の3会場に分かれて行いました。

当日は、資格制度委員会と事務局14名で役割分担をし、滞りなく無事に終了しました。

今後の予定は、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合否通知は11月上旬に送付の予定です。

合格者には併せて登録申請の受付を行い、来年の1月中旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を

発行の予定です。

平成18年10月11日現在で、免震部建築施工管理技術者は1565名です。

来年度も、資格取得希望者が増えることを期待します。

当日の協会関係者

資格制度委員会：長橋純男（千葉工大）、舘野孝信（戸田）、海老原和夫（大林）、百田　徹（NTT.F中央）、

大森達弥（ERS）、平野範彰（日本リスクマネジメント）、小林　実（鹿島）、林　章二（清

水）、龍神弘明（前田建設）、公塚正行（i2s2）、古橋　剛（三井住友）

事務局 ：西川孝夫、可児長英、佐賀優子

平成18年度免震部建築施工管理
技術者講習・試験の実施

報告

講習会受講のようす

資格制度委員会委員長
長橋　純男
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平成12年建設省告示第2009号で定め
る免震建築物に用いる支承材及び復
元材。

適用範囲

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併

せ行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完

了し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第6号の区分
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価
②第11号の区分
建築基準法施行令第36条第2項第三号（同法第36条第3項第二号に掲げる場合を含む）の規定による、免
震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基準法施行令第36条第4項の規定によ
る、高さが60mを超える超高層建築物

◇性能評価委員会
材料性能評価委員会 構造性能評価委員会

委員長 寺本　隆幸（東京理科大学） 委員長 和田　　章（東京工業大学）
副委員長 山　峯夫（福岡大学） 副委員長 壁谷澤寿海（東京大学）
委員 曽田五月也（早稲田大学） 山崎　真司（首都大学東京）

西村　　功（武蔵工業大学） 委員 大川　　出（建築研究所）
山崎　真司（首都大学東京） 島 和司（神奈川大学）

瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定に係る
性能評価
（免震材料）

OKABE・
KAWAGUCHI
球体免震支承
TYPE01

申請者

岡部
05003

（H17.11.28）

JSSI-材評-
（完了年月日）

構造性能評価
JSSI-構評-

（完了年月日）
件　名 申請者 設計者 施工者 構造形式

高さ
（m）

延面積
（m2）

建設地

06002
（H18.6.15）

浦安市消防本部・
署庁舎

浦安市 久米設計 未定
免震構造
RC造

17.26 5,275.34
千葉県
浦安市

4 -

06004
（Ｈ18.7.18）

（仮称）新横浜三丁
目ビル

田中　裕 大成建設 大成建設
免震構造
RC造

51.9 10,106.5
横浜市
港北区

11 1

階数（階）
地下地上
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59国内の免震建物一覧表

国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表



68 MENSHIN NO.54 2006.11



69委員会の動き

委 員 会 の 動 き ●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

J-SHIS等から提供される地震

波形をダウンロードして免震設

計に利用できるような波形処理

ソフト（チェビシェフフィルター

を使用）の作成を行なっている。

また、「レーダーチャート」のデー

ターベースを更新するためのデー

タシート作成方法の改良を行な

っている。

免震部材部会
委員長　高山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　高山　峯夫

本小委員会では引き続き、各

種アイソレータの力学特性や設

計・施工に関する情報を収集し、

積層ゴム、すべり支承、転がり

支承について報告をまとめるべ

く活動中である。アイソレータ

のエネルギー吸収能力について

も実験データの収集と分析も加

えている段階である。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

履歴系ダンパーWG（8/3、9/5

開催）と粘性系ダンパーWG（電

子メールにて対応、WG開催は無

し）において活動を継続している。

各WGの活動報告書については、

随時、共用サーバーに電子デー

タとして保存している。また、

履歴系WGでは、鋼材ダンパー、

鉛ダンパーの資料の一部追加修

正と、摩擦系ダンパー（ブレーキ

ダンパー）の追加作業を実施した。

●住宅免震システム小委員会

委員長　高山　峯夫

本小委員会では住宅免震に関

して初心者でもわかるマニュア

ルの作成を行っている。マニュ

とはあまり行われて来なかった。

個々の建築物の機能が維持され

なければ、その集まりである村

や町そして大きな都市の機能は

維持出来ない。免震構造や制振

構造の開発と実用化により、大

地震後の機能維持を求めた高い

耐震性の建物を普及させること

が可能になったといえる。

技術委員会は4部会のもと100

名以上の委員によって活発な活

動を進めている。その概要は以

下に示すが、11月2日には第4回

技術報告会を開催する。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

免震部材と構造躯体との接合

部の設計方法を検討する免震部

材周辺部構造安全性WGに参加

し、ダンパ－系と支承系の設計

方法をまとめている。

また、日本建築学会「巨大地

震動による長周期地震動の予測

と既存建築物の耐震性と今後の

課題」（2006年9月）により、長周

期地震動による免震建築物の応

答について討議した。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

入力地震動小委員会では当面

の活動方針を、①長周期地震動

に関する研究動向の把握、②免

震建物における地震観測の実態

調査、③国の地震動予測地図に

対する実務再度からの検討、の3

テーマに絞ってWG形式で活動を

行っている。この3ヶ月間の検討

結果は11月に開催される技術報

告会にて報告する予定である。

運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、7/19、9/12/に

開催した。活動内容は、定例的

な会員動向の確認、収支状況の

確認のほか、性能評価事業の順

調な活動支援などである。

引き続き公益法人制度改革関

連3法に関わる協会の対応を検討

している。具体的な課題である

公益事業比率up、内部留保低減

について、企画・財務合同小委

員会で検討している。

技術委員会
委員長　和田　章

建築物の設計に関わっている

人達の常識であるが、1923年の

関東大震災の翌年、震度によっ

て水平力を求める耐震設計法が

世界で始めて法律に組込まれた。

1950年の建築基準法はこの考え

を継ぎ、0.2以上の震度を用いて

水平力を計算し、短期許容応力

度設計を行うとされた。1981年

の新耐震設計法でも、中小地震

については1階のせん断力係数を

0.2以上と決めている。保有水平

耐力の計算に用いる標準せん断

力係数も1.0以上と決められてい

る。ここで重要なことは「以上」

の単語がここに書かれているこ

とである。建築基準法は最低基

準であるから、基準より強い建

築物を一般の人々に強制出来な

いが、基本的に強い建物が増え

ることを推奨している。建て主

と設計者の相談で、より高い耐

震性を求める性能設計は耐震設

計の始めからあったことになる。

ただ、従来の基礎固定の構造で

標準せん断力係数を割りますこ
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見学会や現場見学会を実施し、

免震構造の健全な普及に役立て

たいと考えている。この他にイ

ベントへの参加なども実施して

おり、8月には名古屋で行われた

愛知県設計用入力地震動研究協

議会研究交流会に参加した。12

月には現場見学会が開催される

予定である。又英訳本の出版は

予定より遅れているが、実現に

向けて活動している。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

9月11日（月）日本大学理工学部

CSTホールにおいて第11回免震

フォーラム「首都直下地震の被

害低減に向けての免震構造の適

用性を探る」を開催し、約158名

の参加があった。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、10月

25日（水）に開催されました。11

月25日発行予定の会誌54号の進

行状況、次の55号の内容及び執

筆依頼について検討しました。

機関誌の編集内容について会

員へのアンケート用紙が各委員

からの意見が反映されて作成さ

れ、最終調整が行われて次号の

会誌と一緒に発送する方向とした。

情報発信としての免震協会HP

についても今後よりわかりやす

いHPを目指してメディアWGを

中心として検討する事とした。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

平成16年9月28日付で施行され

た免震建築物の告示の改正につ

いて、（財）日本建築センタ－主

催による講習会を、当協会の協

力のもとに、東京、名古屋、大

阪において数回にわたり開催し

てまいりましたが、今後はメン

バ－を一新し、免震戸建て住宅

の広報活動及び普及に力を注い

でいきたいと考えております。

特に、戸建て免震住宅の構造設

計が出来るエンジニアが少なく、

普及には構造設計者の育成が不

可欠ですので、このことを第一

に考え活動していきたいと思い

ます。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月23日に第4回委員会を実施。

3つのテーマを中心に継続的に審

議中。このうち地震防災におけ

る免震建物の有効性については、

成果を9月の免震フォーラムの中

で発表した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

CIB/TG44の最終成果物である

本「Performance Evaluation of

Buildings with Response Control

Devices」が2006年10月にTaylor

& Francis社から出版された。免

制震技術の建築物への応用に関

する世界的な動向を一望できる

他に類のない本に仕上がったと

思われる。この出版の成功を機

に、約6年間に渡るCIB/TG44の

活動に区切りをつけることとな

り、後継の委員会設置をCIBプロ

グラム委員会に申請した。新し

い委員会は、CIB事務局長Wim

Bakens氏の強い推薦を頂いて、

WC（Working Commission）に

格上げされ、W114: Earthquake

Engineering and Buildingsとして活

動を開始することになった。11

月27日には、中国広州市におい

てC I B / T G 4 4 の最終会議と

CIB/W114のキックオフミーティ

アルの原案はほぼできあがって

いるが、各章間の調整や付録の

整備なども鋭意進めていく予定

にしている。ある程度まとまっ

た段階で会員からの意見を聞い

た上で、更に充実したものにし

たいと考えている。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会で

は、制振部材解析WGが、鋼材ダ

ンパーの新しい解析モデルの作

成を着々と進めている。9月の建

築学会大会では3編の大会論文に

より、内容の発表を行った。今

後これをホームページにuploadす

る予定である。

●制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

本小委員会は、7月25日：鋼材

ダンパーの累積塑性変形倍率に

関する検討、8月25日：既存校舎

（品川区立浜川中学校）の摩擦ダ

ンパーによる補強作業所見学会、

9月22日：既存伝統木造建築（鶴

岡八幡宮舞殿）の制振補強作業所

見学会をそれぞれ実施した。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

高減衰ゴム系免震装置の耐火

被覆についての大臣認定条件の

設定を完了した。この条件を元

に認定試験が可能となった。現

在、すべり系装置の大臣認定条

件を検討中である。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

例年行われているフォーラム

は盛会裏に終了し、今後は工場
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ングを兼ねた国際ワークショッ

プを開催する予定である。

CIB/W114は、その委員会名

“地震工学と建築物”が示すよう

に、幅広く建築物の耐震問題を

扱うことが期待されている。こ

れは、地震工学をテーマにした

委員会がCIBに少ないことも関係

していると思われる。ただし、

当面の活動としては、免制震技

術を中心とし、これまで整理さ

れた各国の現状を踏まえて、免

制震建築物の性能評価法の国際

的な調和や免制震技術の普及を

目指していく予定である。

国際委員会は、CIB/W114の運

営を担うとともに、国際的な活

動の成果を国内に向けて積極的

に発信していきたいと考えてい

る。国際活動に意欲のある人材

の参加を歓迎したい。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

本年6月に開催された当協会総

会において新たに会長に就任さ

れた西川孝夫氏が資格制度委員

会委員長を辞任されたことに伴

い、後任に長橋が委員長を仰せ

つかりました。

宜しくお願い申し上げます。

7月～9月は、10月8日（日）に実

施される『平成18年免震部建築

施工管理技術者講習・試験』（都市

センターホテル3階コスモスホー

ル）のための諸準備を行った。今

年度の受験志願者は358名にのぼ

り、昨年度の269名を大幅に上回

る状況である。このため、講習

終了後の試験会場としては、コ

スモスホールに加えて、同ホテ

ル5階及び7階の2室を追加使用す

ることとした。

また、免震部建築施工管理技

術者（登録有効期間5年）の今年度

更新対象者は323名であるが、11

月12日（日）に実施される更新講

習会（都市センターホテル3階コ

スモスホール）への参加希望者は

250名（9月29日締切）、免震工事

概要報告書の提出者（8月31日締

切）は19名であった。

維持管理委員会
委員長　沢田　研自

第二四半期は、「点検業務を通

じて見られる問題事例および推

奨事例」について原稿が完了い

たしました。なお、問題事例と

推奨事例を少しでも多く追加す

べく加筆修正をおこなっており

ます。

また、平成20年3月に最初の更

新が予定されている「免震建物

点検技術者」資格について、資

格制度委員会更新部会として更

新に関する手続き等の整備を開

始しております。

第三四半期からは、免震材料

として新しく大臣認定されたも

のも増加しており、従来の積層

ゴムとダンパーの組み合わせを

主眼とした「免震建物維持管理

基準-2004-」で対応しきれない部

分も生じていることから、これ

ら新しい免震材料をどのように

基準に反映させて行くべきかの

検討を行い、一定の結論に達す

ることができれば、2007年版の

改定基準を発行することも視野

に作業を進めて行きます。



72 MENSHIN NO.54 2006.11
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会員種別 会員名または氏名 業種または所属

入　会

賛助会員 ㈱エーアンドエーマテリアル メーカー/建築材料
  （耐火被覆等）

 　　〃 エスケー化研㈱ メーカー/建築材料
  （耐火被覆材）

第2種正会員 大川　出 独立行政法人建築研究所
  主席研究官

 　　〃 世良　信次 CERA建築構造設計　代表

 　　〃 鶴谷　巌 ㈱丹青ヒューマネット　技術部長

 　　〃 西川　一郎

会員数 名誉会員 1名
（2006年10月31日現在）

 第1種正会員 109社

  第2種正会員 177名 

  賛助会員 65社 

 特別会員 6団体
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入会のご案内

入会ご希望の方は、次項の申し込み書に所定事項をご記入の上
下記宛にご連絡下さい。

第１種正会員

入会金 年会費

別　途

300,000円 （１口）300,000円

100,000円 100,000円

―

5,000円 5,000円第２種正会員

賛助会員

特別会員

会員種別は下記の通りとなります。

（１）第１種正会員

（２）第２種正会員

（３）賛助会員

（４）特別会員

本協会の目的に賛同して入会した法人

本協会の目的に賛同して入会した個人

本協会の事業を賛助するために入会した個人又は団体

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

ご不明な点は、事務局までお問い合せ下さい。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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平成18年度（第7回）免震部建築施工管理技術者試験は、平成18年10月8日
（日）東京の都市センターホテルにて行われました。
試験の結果を資格制度委員会にて慎重に審議のうえ、下記310名を合格者と

決定いたしました。
なお、合格者で登録申込みをされた方々に対しては、本協会が管理技術者と

して登録し、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発行します。登録期限は、
平成19年11月2日までとなっております。

平成18年度「免震部建築施工管理技術者」試験合格者発表

社団法人日本免震構造協会
会　長 西川　孝夫

資格制度委員会委員長 長橋　純男

青木　志朗

青島　和貴

赤石　達彦

赤田　岳彦

安黒　哲哉

淺 岡 　 茂

浅 野 　 剛

味原　俊昭

東 　 　 宏

安宅　徳彦

足立　直哉

穴井　健一

阿部　康人

荒井　拓雄

荒川　慶昭

荒木　伸宏

荒 籾 　 稔

粟田　安紀

飯 田 　 剛

飯塚　正義

飯野　康一

石井　一昭

石動　眞司

石 山 　 淳

磯貝　和博

五十畑　徹

居谷　善司

一石　貴史

伊藤　隆之

井上　孝之

今井　邦雄

今村　達也

岩下　達也

岩楯　重信

岩渕　貴之

上 田 　 真

内田　健一

内山　耕世

宇野　哲生

梅川　清光

浦田　史朗

越膳　光春

大石　豊貴

大川原英治

大木寄士人

大 島 　 竜

太田　克彦

太田　要一

大谷　敏文

大塚　正一

大塚　隆広

大塚日出雄

大沼　貴彦

大矢　晴夫

尾形　晃弘

岡部　哲也

小川　直宏

荻野　伸行

荻原　孝司

奥村　幹夫

奥村　嘉弘

長部　慎一

忍海邊昌昭

小野　謙一

小ノ澤　勝

小俣　貴温

海賀　洋一

加賀谷　巌

梶 野 　 実

加田　文男

片山　喜隆

加藤　清彦

加藤　俊一

加藤　仁司

嘉永　岳司

金子　達二

可野　�門

蒲田　宗孝

神谷　武宏

河合　壯一

川井　裕基

河口　俊郎

河 弘道

川瀬　雄士

川 田 　 学

河内　拓也

川畑　博昭

川原　貞信

河村　隆彰

神尾　幸広

菊田　直行

菊池　一雄

菊地　規幸

岸野　泰士

北島　聖士

北島　敏行

橘川　友明

木綿　智雄

久慈　健司

久次米　薫

口村　和彦

久納　隆則

久保佐代子

久保　重隆

久保田敏明

倉田　伯桐

倉田　雅章

蔵原　岳夫

栗 田 　 博

栗原　亮一

黒崎　裕光

黒田　隆司

黒松　真樹

小泉　智之

古賀　政男

小棹　新治

小霜　英夫

後藤　浩康

小林成一郎

小林　広繁

小林　弘行

今野　陽元

西藤鬼子信

酒井　俊哉

坂井　秀行

榊原　基恭

坂本　賢司

坂 本 　 毅

桜 井 　 隆

佐々川浩文

佐々木一樹

佐々木達朗

（氏名あいうえお順）

次頁につづく
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佐々木伸弘

佐々木　康

笹 原 　 厚

佐藤　重良

佐藤　直樹

佐藤　義文

佐羽内雅夫

椎名　正浩

塩坂　英之

重村　健吾

篠原　昭雄

篠 原 　 誠

島 田 　 修

島田　慎也

清水　康博

清水　好典

白 雅典

新海　正明

新 保 　 晃

菅 原 　 博

杉浦　利生

杉田　峰清

杉本　教文

鈴木　英雄

住吉　徳夫

関 　 浩 信

高垣　靖彦

木　正博

高草　恭一

倉　政則

高須　智宏

杉　一幸

田中　征民

高 野 　 浩

鷹野　文英

橋 　 淳

橋　潤一

橋　信行

高橋　博美

橋　正寛

瀧井　豊和

瀧口　知樹

田口　裕一

武 田 　 彰

竹仲　陽介

田中　完一

田中　聡司

田中　英明

田中　浩之

田中　雅也

谷崎　公彦

谷田　進一

谷村　隆司

谷本　光宏

田端　重幸

田村　健二

田村　雅紀

津高　達哉

津田　佳昭

坪 井 　 一

寺木　正人

寺西　義和

東野　正幸

遠谷　勝行

土岐　大介

徳山（梁）洪哲

土橋　邦雄

豊田　晃久

豊田　陽平

取次　克弥

永井　忠克

仲川　常勝

永島　茂人

中島　裕樹

長瀬　晴夫

中津川　康

中野　功一

中野　宏志

中町　高士

中村　省吾

中 村 　 勤

中村　俊之

中村　英裕

中村　文聡

中村　雅之

中村　佳也

中山　君夫

西川　康孝

西田　幸晴

新田　義則

二瓶　忠史

能 登 　 大

萩 原 　 啓

橋 本 　 亨

八戸　卓美

馬場　尚人

濱口　正志

濱田　謙二

浜野　二郎

林 　 茂 一

林 　 大 輔

早瀬　信二

原 　 功 三

畭　　孝行

坂東　譲太

樋 川 　 守

久 枝 　 稔

平井　禎二

深田　達朗

福 井 　 彰

福田　新也

福田　具史

福本　尚輔

藤井　政暁

藤田　和芳

藤原　一夫

藤 原 　 務

藤原　秀男

古川　秀夫

古田　和真

別 所 　 武

細谷　治康

細越　隆幸

堀井　宏謙

堀 井 　 誠

堀江　善正

本間　隆之

牧 村 　 透

松浦　知樹

松浦　博之

松尾　賢治

松原　由典

松村　貴洋

松本　秀幸

眞野　成人

三浦　伸也

三浦　吉治

水原　崇文

宮 川 　 勉

宮田　弘之

宮原　博志

見 山 　 晃

村上　賢一

村田　淳也

最川　隆由

森 　 浩 之

森岡　昭禎

森田　隆英

森 本 　 誠

師田　尚典

八重樫　光

安永　昌仁

澤 　 剛

矢野　寛人

山口　憲治

山 口 　 晋

山口　裕史

山 岳

山下　輝裕

山田　徳二

山田　満穂

山田　洋二

山本　徹夫

横川　幸平

横山　浩一

横 山 　 聡

吉田　和史

吉田　宜史

吉野　元規

米倉　正剛

若林　丈二

若 松 　 勝

渡邉　智宏

渡邊　直樹

渡邉　恭士

渡部　航二

渡部　英巳

渡部　雅一
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土金木水火月日

　 1 2 3 4 5 6

7 8 9 10 11 12 13

14 15 16 17 18 19 20

21 22 23 24 25 26 27

28 29 30 31

1月

1/16 通信理事会

1/27 平成18年度免震建物点検技術者講習・試験

（東京：全共連ビル） 約100名

土金木水火月日

　 　 　 　 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28

2月

2/中旬 理事会（協会会議室）

2/26 会誌「menshin」№55発行 1120部

土金木水火月日

　 　      　 1 2 3 4

5 6 7 8 9 10 11

12 13 14 15 16 17 18

19 20 21 22 23 24 25

26 27 28 29 30 　

11月 11/2 技術報告会（東工大大岡山） 約150名

11/9 理事会（協会会議室） 約20名

11/上旬 平成18年度免震部建築施工管理技術者試験/合格者

発表

11/12 施工管理技術者対象：更新講習会

（東京：都市センターH） 約250名

11/24 平成18年度免震建物点検者講習・試験申込受付締

切り

11/27 会誌「menshin」№54発行 1120部

11/30 日本免震構造協会協会賞応募書類提出締切

土金木水火月日

　      　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

25 26 27 28 29 3024/31

12月

12/18 通信理事会

年末年始の休暇　　12/28～1/4

は、行事予定日など行事予定表（2006年11月～2007年2月）



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm

I n f o r m a t i o n
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安政江戸地震から150年過ぎた首都で直下型地震

が話題となっている時期に、今回のJSSIフォーラ

ムでは「首都直下地震の被害低減に向けての免震

構造の適用性を探る」とのテーマで開催され、首

都圏の被害想定及び免震建物による被害低減など

興味ある講演がなされました。被害を最小限にと

どめるには、自らの生命は自らが守る「自助」と

自分たちの町は自分たちで守る「共助」に加えて

「公助」が東京震災対策条例の3本柱であると紹介

されていました。

今号の免震建築紹介は、既存建物の上部に免震

にて増築する建物、1階の柱を4隅に集約した建物、

庁舎の居ながら免震レトロフィットの建物など、

免震化により可能な建物が紹介されておりますの

で、ご一読下さい。

免震建築訪問では、作品賞を受賞した慶應義塾

大学三田キャンパス南館を訪問しました。セミア

クティブ免震構造で建築に制御を取り込んだ建物

です。学生たちの対話空間としての開放的なアト

リウムが印象的でした。今回の訪問取材を含め編

集WGは、小澤、猿田、世良、中川、藤波さんの5

名の方々でした。御苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記

好評発売中

造免 震 構 造造 の 魅 力
震に大地震に震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

発 行 日 ： 2005年8月

（約9分）
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